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頁 現 行 改 正 案 備考 

 第１編 総論 

第１章 日進市の責務、計画の位置づけ、構成等 

１ 日進市の責務及び日進市国民保護計画の位 

 置づけ 

２ 日進市国民保護計画の構成 

３ 日進市国民保護計画の対象 

４ 日進市国民保護計画の見直し、変更手続 

第２章 国民保護措置に関する基本方針 

第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

第４章 日進市の地理的、社会的特徴 

第５章 日進市国民保護計画が対象とする事態 

１ 武力攻撃事態 

２ 緊急対処事態 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第１ 日進市における組織・体制の整備 

１ 日進市における組織・体制の整備 

２ 日進市職員の参集基準等 

３ 消防機関の体制 

４ 国民の権利利益の救済に係る手続等 

第２ 関係機関との連携体制の整備 

１ 基本的考え方 

２ 愛知県との連携 

３ 近接市町村との連携 

４ 指定公共機関等との連携 

５ ボランティア団体等に対する支援 

第３ 通信の確保 

第４ 情報収集・提供等の休制整備 

１ 基本的考え方 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 

４ 被災情報の収集・報告に必要な準備 

第５ 研修及び訓練 

１ 研修 

２ 訓練 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関す 

る平素からの備え 

第１編 総論 

第１章 日進市の責務、計画の位置づけ、構成等 

１ 日進市の責務及び日進市国民保護計画の位 

置づけ 

２ 日進市国民保護計画の構成 

３ 日進市国民保護計画の対象 

４ 日進市国民保護計画の見直し、変更手続 

第２章 国民保護措置に関する基本方針 

第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 

第４章 日進市の地理的、社会的特徴 

第５章 日進市国民保護計画が対象とする事態 

１ 武力攻撃事態の類型 

２ 緊急対処事態の事態例 

 

第２編 平素からの備えや予防 

第１章 組織・体制の整備等 

第１ 日進市における組織・体制の整備 

１ 日進市の各部課室における平素の業務 

２ 日進市職員の参集基準等 

３ 消防機関の体制 

４ 国民の権利利益の救済に係る手続等 

第２ 関係機関との連携体制の整備 

１ 基本的考え方 

２ 愛知県との連携 

３ 近接市町村との連携 

４ 指定公共機関等との連携 

５ ボランティア団体等に対する支援 

第３ 通信の確保 

第４ 情報収集・提供等の体制整備 

１ 基本的考え方 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 

４ 被災情報の収集・報告に必要な準備 

第５ 研修及び訓練 

１ 研修 

２ 訓練 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関す 

る平素からの備え 
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１ 避難に関する基本的事項 

２ 避難実施要領のパターンの作成 

３ 救援に関する基本的事項 

４ 運送事業者の輸送カ・輸送施設の把握等 

５ 避難施設の指定への協力 

６ 生活関連等施設の把握等 

第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

１ 日進市における備蓄 

２ 日進市が管理する施設及び設備の整備及び 

点検等 

第４章 国民保護に関する啓発 

１ 国民保護措置に関する啓発 

２ 武力攻撃事態等において住民がとるべき行 

動等に関する啓発 

 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

１ 事態認定前における緊急事態連絡室（仮称） 

等の設置及び初動措置 

２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場 

合の対応 

第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

２ 通信の確保 

第３章 関係機関相互の連携 

１ 国・愛知県の対策本部との連携 

２ 愛知県知事、指定行政機関の長又は指定地方 

行政機関の長等への措置要請等 

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等 

４ 他の市市村長等に対する応援の要求、事務の 

委託 

５ 指定行政機関の長等に対する職員の派遣要 

請 

６ 市の行う応援等 

７ ボランティア団体等に対する支援等 

８ 住民への協力要諸 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達等 

１ 警報の内容の伝達等 

１ 避難に関する基本的事項 

２ 避難実施要領のパターンの作成 

３ 救援に関する基本的事項 

４ 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等 

５ 避難施設の指定への協力 

６ 生活関連等施設の把握等 

第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

１ 日進市における備蓄 

２ 日進市が管理する施設及び設備の整備及び 

点検等 

第４章 国民保護に関する啓発 

１ 国民保護措置に関する啓発 

２ 武力攻撃事態等及び緊急対処事態において住 

民がとるべき行動等に関する啓発 

 

第３編 武力攻撃事態等への対処 

第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

１ 事態認定前における緊急事態連絡室等の設置 

及び初動措置 

２ 武力攻撃等の兆候に関する連絡があった場合 

の対応 

第２章 市対策本部の設置等 

１ 市対策本部の設置 

２ 通信の確保 

第３章 関係機関相互の連携 

１ 国・愛知県の対策本部との連携 

２ 愛知県知事、指定行政機関の長、指定地方行 

 政機関への設置要請等 

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請等 

４ 他の市町村長に対する応援の要求、事務の委 

 託 

５ 指定行政機関の長等に対する職員の派遣要 

請 

６ 市の行う応援等 

７ ボランティア団体等に対する支援等 

８ 住民への協力要諸 

第４章 警報及び避難の指示等 

第１ 警報の伝達等 

１ 警報の内容の伝達等 
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２ 警報の内容の伝達の方法 

３ 緊急通報の伝達及び通知 

第２ 避難住民の誘導等 

１ 避難の指示の通知・伝達 

２ 避難実施要領の策定 

３ 避難住民の誘導 

第５章 救援 

１ 救援の実施 

２ 関係機関との連携 

３ 救援の内容 

第６章 安否情報の収集・提供 

１ 安否情報の収集 

２ 愛知県に対する報告 

３ 安否情報の照会に関する回答 

４ 日本赤十字社に対する協力 

第７章 武力攻撃災害への対処 

第１ 武力攻撃災害への対処 

１ 武力攻撃災害への対処の基本的考え方 

２ 武力攻撃災害の兆候に通報 

第２ 応急措置等 

１ 退避の指示 

２ 警戒区域の設定 

３ 応急公用負担等 

４ 消防に関する措置等 

第３ 生活関連等施設における災害への対処等 

１ 生活関連等施設の安全確保 

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び 

防除 

第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 

 

１ ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

 

第８章 被災情報の収集及び報告 

第９章 保健衛生の確保 

１ 保健衛生の確保 

２ 廃棄物の処理 

第 10 章 国民生活の安定に関する措置 

１ 生活関連物質等の価格安定 

２ 避難住民等の生活安定等 

２ 警報の内容の伝達方法 

３ 緊急通報の伝達及び通知 

第２ 避難住民の誘導等 

１ 避難の指示の通知・伝達 

２ 避難実施要領の策定 

３ 避難住民の誘導 

第５章 救援 

１ 救援の実施 

２ 関係機関との連携 

３ 救援の内容  

第６章 安否情報の収集・提供 

１ 安否情報の収集 

２ 愛知県に対する報告 

３ 安否情報の照会に関する回答 

４ 日本赤十字社愛知県支部に対する協力 

第７章 武力攻撃災害への対処 

第１ 武力攻撃災害への対処 

１ 武力攻撃災害への対処の基本的考え方 

２ 武力攻撃災害の兆候の通報 

第２ 応急措置等 

１ 退避の指示 

２ 警戒区域の設定 

３ 応急公用負担等 

４ 消防に関する措置等 

第３ 生活関連等施設における災害への対処等 

１ 生活関連等施設の安全確保 

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び 

防除 

第４ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災 

害への対処等 

１ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災 

害への対処 

第８章 被災情報の収集及び報告 

第９章 保健衛生の確保その他の措置 

１ 保健衛生の確保 

２ 廃棄物の処理 

第 10 章 国民生活の安定に関する措置 

１ 生活関連物資等の価格安定 

２ 避難住民等の生活安定等 
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３ 生活基盤等の確保 

第 11 章 特殊標章等の交付及び管理 

 

第４編 復旧等 

第１章 応急の復旧 

１ 基本的考え方 

２ 公共的施設の応急の復旧 

第２章 武力攻撃災害の復旧 

第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等 

１ 国民保護措置に要した費用の支弁、国への負 

担金の請求 

２ 損失補償及び損害補償 

３ 総合調整及び指示に係る損失の補てん 

 

第５編 緊急対処事態への対処 

第１章 緊急対処事態 

１ 緊急対処事態 

２ 緊急対処事態における警報の通知及び伝達 

 

国民保護計画用語集 

 

３ 生活基盤等の確保 

第 11 章 特殊標章等の交付及び管理 

 

第４編 復旧等 

第１章 応急の復旧 

１ 基本的な考え方 

２ 公共的施設の応急の復旧 

第２章 武力攻撃災害の復旧 

第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等 

１ 国民保護措置に要した費用の支弁、国への負 

担金の請求 

２ 損失補償及び損害補償 

３ 総合調整及び指示に係る損失の補てん 

 

第５編 緊急対処事態への対処 

第１章 緊急対処事態 

１ 緊急対処事態 

２ 緊急対処事態における警報の通知及び伝達 

 

国民保護計画用語集 

 第１編 総 論 第１編 総 論  

 第１章 日進市の責務、計画の位置づけ、構成等 第１章 日進市の責務、計画の位置づけ、構成等  

1 本市は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務

にかんがみ、国民の保護のための措置を的確かつ迅

速に実施するために、以下のとおり、本市の責務を明

らかにするとともに、本市の国民の保護に関する計

画の趣旨、構成等について定める。 

本市は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務 

に鑑み、国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実

施するために、以下のとおり、本市の責務を明らかに

するとともに、本市の国民の保護に関する計画の趣

旨、構成等について定める。 

 

 １ 日進市の責務及び日進市国民保護計画の位置づけ １ 日進市の責務及び日進市国民保護計画の位置づけ  

 〔法第 3 条第 2 項、第 35 条第 1 項・第 2 項・第 3 項〕 

〔基本指針〕 

〔法第 3 条第 2 項、第 35 条第 1 項・第 2 項・第 3 項〕 

〔基本指針〕 

 

  （※法とは、「武力攻撃事態等における国民の保護のた 

めの措置に関する法律」をいう。以下同じ。） 

 

 （１）日進市の責務 （１）日進市の責務  

 本市（市長及びその他の執行機関をいう。以下同

じ。）は、武力攻撃事態等において、武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律（以

下「国民保護法」という。）、 

（以下 略） 

  本市（市長及びその他の執行機関をいう。以下同 

じ。）は、武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態（以下

「武力攻撃事態等」という。）において、武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関する法律（以

下「国民保護法」という。）、 
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 （以下 略） 

 （２）日進市国民保護計画の位置づけ （２）日進市国民保護計画の位置づけ  

   本市は、その責務にかんがみ、国民保護法第 35 条

の規定に基づき、日進市国民保護計画を作成する。 

  本市は、その責務に鑑み、国民保護法第 35 条の規定 

に基づき、日進市国民保護計画を作成する。 

 

 （３）、（４） （略） （３）、（４） （略）  

    

 ２ 日進市国民保護計画の構成 ２ 日進市国民保護計画の構成  

2   日進市国民保護計画は、以下の各論により構成す

る。 

日進市国民保護計画は、以下の各編により構成する。  

  （以下 略）  （以下 略）  

    

 ３ 日進市国民保護計画の対象 ３ 日進市国民保護計画の対象  

   日進市は、国民保護法により本市の区域に係る国民

保護措置を実施することとされているため、国民保護

措置の実施に当たっては、市民に限らず本市の区域に

係る全ての国民を対象とする。 

  

※【外国人への国民保護措置の適用】 

（以下 略） 

  本市は、国民保護法により本市の区域に係る国民保 

護措置及び緊急対処保護措置（以下「国民保護措置等」

という。）を実施することとされているため、国民保

護措置等の実施に当たっては、市民に限らず本市の区

域に係る全ての国民を対象とする。 

※【外国人への国民保護措置等の適用】 

（以下 略） 

 

    

 ４ 日進市国民保護計画の見直し、変更手続 ４ 日進市国民保護計画の見直し、変更手続  

  （略）   （略）  

 （１）日進市国民保護計画の見直し （１）日進市国民保護計画の見直し  

3   日進市国民保護計画については、今後、国における

国民保護措置に係る研究成果や新たなシステムの構

築、愛知県国民保護計画の見直し、国民保護措置につ

いての訓練の検証結果等を踏まえ、随時見直しを行

う。 

（以下 略） 

  日進市国民保護計画については、今後、国における 

国民保護措置等に係る研究成果や新たなシステムの構 

築、愛知県国民保護計画の見直し、国民保護措置等に 

ついての訓練の検証結果等を踏まえ、随時見直しを行 

う。 

（以下 略） 

 

 （２） （略） （２） （略）  

    

 第２章 国民保護措置に関する基本方針 第２章 国民保護措置に関する基本方針  

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）国民の権利利益の迅速な救済〔法第 6 条〕〔基本 

指針〕 

（２）国民の権利利益の迅速な救済〔法第 6 条〕〔基本 

指針〕 

 

4   本市は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民

保護措置に係る不服申立て又は訴訟その他の国民の

権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理

するよう努める。 

  本市は、国民保護措置等の実施に伴う損失補償、国 

民保護措置等に係る不服申立て又は訴訟その他の国 

民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に 

処理するよう努める。 
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 （３）国民に対する情報提供〔法第 8 条第 1 項・第 2 項〕 

〔基本指針〕 

（３）国民に対する情報提供〔法第 8 条〕〔基本指針〕  

   本市は、武力攻撃事態等においては、国民に対し、

国民保護措置に関する正確な情報を、適時に、かつ、

適切な方法で提供する。 

  本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態において

は、国民に対し、国民保護措置等に関する正確な情報を、

適時かつ適切な方法で提供する。 

 

 （４） （略） （４） （略）  

 （５）国民の協力〔法第 4 条第 3 項〕〔基本指針〕 （５）国民の協力〔法第 4 条第 3 項〕〔基本指針〕  

 本市は、国民保護法の規定により国民保護措置の

実施のため必要があると認めるときは、国民に対し、

必要な援助について協力を要請する。 

（以下 略） 

  本市は、国民保護法の規定により国民保護措置等の 

実施のため必要があると認めるときは、国民に対し、

必要な援助について協力を要請する。 

（以下 略） 

 

 （６）高齢者、障害者等への配慮及び国際人道法の的確

な実施〔法第 9 条第 1 項・第 2 項〕 

（６）高齢者、障害者等への配慮及び国際人道法の的確 

な実施〔法第 9 条〕 

 

   本市は、国民保護措置の実施に当たっては、高齢者、

障害者その他特に配慮を要する者の保護について留

意する。 

また、本市は、国民保護措置を実施するに当たって

は、国際的な武力紛争において適用される国際人道

法の的確な実施を確保する。 

  本市は、国民保護措置等の実施に当たっては、高齢

者、障害者その他特に配慮を要する者の保護について

留意する。 

また、本市は、国民保護措置等を実施するに当たっ 

ては、国際的な武力紛争において適用される国際人道 

法の的確な実施を確保する。 

 

 （７）指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊

重〔法第 7 条第 1 項・第 2 項〕 

（７）指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊 

重〔法第 7 条第 2 項〕 

 

   本市は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民

保護措置の実施方法については、指定公共機関及び指

定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自

主的に判断するものであることに留意する。 

  本市は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民 

保護措置等の実施方法については、指定公共機関及び

指定地方公共機関が武力攻撃事態等及び緊急対処事

態の状況に即して自主的に判断するものであること

に留意する。 

 

5 （８）国民保護措置に従事する者等の安全の確保〔法第

22 条〕〔基本指針〕 

（８）国民保護措置等に従事する者等の安全の確保〔法 

第 22 条〕〔基本指針〕 

 

   本市は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に

十分に配慮するものとする。 

また、要請に応じて国民保護措置に協力する者に

対しては、その内容に応じて安全の確保に十分に配

慮する。 

本市は、国民保護措置等に従事する者の安全の確保 

に十分に配慮するものとする。 

また、要請に応じて国民保護措置等に協力する者に 

対しては、その内容に応じ、必要な情報を随時十分に

提供すること等により、安全の確保に十分に配慮す

る。 

 

    

 第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等  

6   本市は、国民保護措置の実施に当たり関係機関との

円滑な連携を確保できるよう、国民保護法における本市

の役割を確認するとともに、 

  本市は、国民保護措置等の実施に当たり関係機関と 

の円滑な連携を確保できるよう、国民保護法における 

本市の役割を確認するとともに、 
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（以下 略） （以下 略） 

 『図 国民保護措置の全体の仕組み』の修正 『図 国民保護措置の全体の仕組み』の修正  

    

7  ○本市の事務〔法第 16 条第 1 項・第 2 項、第 35 条 

  第 1 項・第 2 項、第 39 条、第 41 条〕 

機関の 

名称 
事務又は業務の大網 

市 

１～５ （略） 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び

提供その他の避難住民等の救援に関

する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消

防、廃棄物の処理、被災情報の収集

その他の武力攻撃災害への対処に関

する措置の実施（消防に関する事務

については、尾三消防組合において

処理） 

８ （略） 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置

の実施  

 

○本市の事務〔法第 16 条第 1 項・第 2 項、第 35 条第 

1 項・第 2 項、第 39 条、第 41 条〕 

機関の 

名称 
事務又は業務の大網 

市 

１～５ （略） 

６ 救援の補助、安否情報の収集及び

提供その他の避難住民等の救援に関

する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消

防、廃棄物の処理、被災情報の収集

その他の武力攻撃災害及び緊急対処

事態における災害への対処に関する

措置の実施（消防に関する事務につ

いては、尾三消防組合において処理） 

８ （略） 

９ 武力攻撃災害及び緊急対処事態に

おける災害の復旧に関する措置の実

施  
 

 

    

 第４章 日進市の地理的、社会的特徴 第４章 日進市の地理的、社会的特徴  

 １ 地理的特徴 １ 地理的特徴  

 （１）位置・面積・地形 （１）位置・面積・地形  

8 本市の総面積は 34.90km2 で、東西方向 8.9km、南

北方向 6.8km、周囲を 50m～160m の丘陵地に囲まれ、

平均標高 70m のなだらかな地形で、市のほぼ中央に

天白川が東西に流れ流域には農耕地が広がってい

る。 

本市は尾張東部丘陵地帯の中ほどに位置し、東は

豊田市、三好町に、西は名古屋市に、南は東郷町に、

北は長久手町に接しており、 

 （以下 略） 

本市の総面積は 34.91km2で、東西方向 8.9km、南 

北方向 6.8km、周囲を 50m～160m の丘陵地に囲まれ、 

平均標高 70m のなだらかな地形で、市のほぼ中央に 

天白川が東西に流れ流域には農耕地が広がっている。 

本市は尾張東部丘陵地帯の中ほどに位置し、東は豊 

田市、みよし市に、西は名古屋市に、南は東郷町に、

北は長久手市に接しており、 

（以下 略） 

 

9 『図 日進市の地形図』の修正 『図 日進市の地形図』の修正  

 （２）気候 （２）気候  

   本市の気候は年間を通して温和で、降雨は夏季に多

く冬季に少ない。本市に近い観測地である名古屋地方

本市の気候は年間を通して温和で、降雨は夏季に多 

く冬季に少ない。本市に近い観測地である名古屋地方 
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気象台の平成 16 年における観測結果では、年間の平

均気温は 16.8℃、最高気温は 37.5℃、最低気温は-

3.3℃であった。降雨量は、年間 1,947.5mm、最多降雨

月は 10 月で 489.5mm、最少降雨月は 1月で 18.5mm で

あった。 

気象台の平成 27 年における観測結果では、年間の平 

均気温は 16.6℃、最高気温は 38.4℃、最低気温は- 

2.0℃であった。降雨量は、年間 1,803.0mm、最多降雨 

月は 8月で 296.5mm、最少降雨月は 2月で 35.0mm で 

あった。 

10 『図 月別平均気温・月別降水量』の修正 『図 月別平均気温・月別降水量』の修正  

 表 月別平均気温・月別降水量 

 1 月 2 月 3 月 4 月 

月別平均気温 

（℃） 
4.3 6.2 9.1 15.6 

月別降水量 

（㎜） 
18.5 40.5 71.5 88.5 

 

表 月別平均気温・月別降水量 

 1 月 2 月 3 月 4 月 

月別平均気温 

（℃） 
4.9 5.7 9.7 15.2 

月別降水量 

（㎜） 
116.0 35.0 139.0 148.5 

 

 

 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

20.0 24.0 28.6 27.5 25.0 

227.5 186.5 64.0 114.0 450.5 
 

5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

21.3 22.3 26.5 28.1 23.1 

98.0 196.0 227.5 296.5 262.0 
 

 

 10 月 11 月 12 月 

18.3 14.1 8.6 

489.5 94.5 102.0 

資料：名古屋地方気象台（平成 16 年） 

10 月 11 月 12 月 

18.4 14.3 9.3 

64.5 137.0 83.0 

資料：名古屋地方気象台（平成 27 年） 

 

 （３）人口分布 （３）人口分布  

11   本市の人口は、土地区画整理事業などの積極的な住

宅地開発により、平成 12 年で 70,188 人と、人口は着

実に増加してきている。 

年齢別人口割合（平成 12 年）は、年少人口（15 歳

未満）が 16.1％、生産年齢人口（15～64 歳）が 71.4％、

老年人口（65 歳以上）が 12.3％で、昭和 55 年以降、

老年人口は増加する一方で年少人口が減少してお

り、少子高齢化が進行している。 

世帯数は、平成に入ってから世帯数の増加が著し

くなり、平成 12 年の世帯当たり人員は 2.68 人と確

実に核家族化が進展している。 

本市の平成12年国勢調査における人口集中地区を

みると、南ヶ丘、赤池、香久山といった土地区画整理

事業などの積極的な住宅地にみられる。 

本市の人口は、土地区画整理事業などの積極的な

住宅地開発により、平成 22 年で 84,237 人と、人口

は着実に増加してきている。 

年齢別人口割合（平成 22 年）は、年少人口（15 歳

未満）が16.5％、生産年齢人口（15～64歳）が65.6％、

老年人口（65 歳以上）が 12.1％で、平成 2年以降、

老年人口は増加する一方で生産年齢人口の構成比が

減少しており、高齢化が進行している。 

世帯数は、平成に入ってから世帯数の増加が著し

くなり、平成 22 年の世帯当たり人員は 2.52 人と確

実に核家族化が進展している。 

本市の平成 22 年国勢調査における人口集中地区

をみると、南ヶ丘、香久山、赤池、岩崎台、栄、藤

塚といった住宅地にみられる。 
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 表 人口・世帯数の推移 

 昭和 55 年 

（1980 年） 

総人口 41,024 

年
齢
別
人
口 

年少人口（0～14 歳） 10,546 

構成比 25.7 

生産年齢人口（15～64 歳） 28,017 

構成比 68.3 

老年人口（65 歳以上） 2,461 

構成比 6.0 

年齢不詳 - 

構成比 - 

世帯数 12,683  

1 世帯当たり人員 3.23 
 

表 人口・世帯数の推移 

 平成 2年 

（1990 年） 

総人口 50,335 

年
齢
別
人
口 

年少人口（0～14 歳） 8,044 

構成比 16.0 

生産年齢人口（15～64 歳） 37,558  

構成比 74.6 

老年人口（65 歳以上） 4,653  

構成比 9.2 

年齢不詳 80 

構成比 0.2 

世帯数 17,104  

1 世帯当たり人員 2.94 
 

 

 昭和 60 年 

（1985 年） 

平成 2年 

（1990 年） 

平成 7年

（1995 年） 

平成 12 年 

（2000 年） 

44,802  50,335  60,311  70,188  

9,570  8,044  9,042  11,330  

21.4 16.0 15.0 16.1 

31,705  37,558  44,828  50,104  

70.8 74.6 74.3 71.4 

3,523  4,653  6,437  8,625  

7.9 9.2 10.7 12.3 

4 80 4 129 

0.0 0.2 0.0 0.2 

13,898  17,104  21,992  26,215  

3.22 2.94 2.74 2.68 

資料：「国勢調査」総務省 

平成 7年

（1995 年） 

平成 12 年 

（2000 年） 

平成 17 年

（2005 年） 

平成 22 年 

（2010 年） 

60,311  70,188  78,591  84,237  

9,042  11,330  12,954  13,924  

15.0 16.1 16.5 16.5 

44,828  50,104  54,157  55,223  

74.3 71.4 68.9 65.6 

6,437  8,625  11,288  14,439  

10.7 12.3 14.4 17.1 

4 129 192 651 

0.0 0.2 0.2 0.8 

21,992  26,215  30,145  33,418  

2.74 2.68 2.61 2.52 

資料：「国勢調査」総務省 

 

12 『人口集中地区』の修正 『図 人口集中地区』の修正  

 （４）道路、鉄道の位置 （４）道路、鉄道の位置  

13 道路は、市の東部を東名高速道路が南北に走って

いる。本市にはインターチェンジはないが、日進ジャ

ンクションにて名古屋瀬戸道路と接続している。ま

た、名古屋大都市圏の放射軸のひとつである国道 153

号バイパスが市の西部を通っており、名古屋方向へ

の重要な動脈となっている。また、市の北側には、名

古屋市のもうひとつの放射軸である県道力石名古屋

道路は、市の東部を東名高速道路が南北に走って

いる。本市にはインターチェンジはないが、日進ジ

ャンクションにて名古屋瀬戸道路と接続している。

また、名古屋大都市圏の放射軸のひとつである国道

153 号バイパスが市の西部を通っており、名古屋方

向への重要な動脈となっている。また、市の北側に

は、名古屋市のもうひとつの放射軸である県道力石
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線(グリーンロード)が東西に通っている。市内には、

これら放射軸をむすぶ、環状機能を有する道路とし

て、(主要地方道)瀬戸大府東海線が南北方向に通って

いる。 

本市の主要道路は、一般国道１路線(4.29 ㎞)、主要

地方道３路線、一般県道５路線(県道計 35.16 ㎞)によ

って構成されている。東西に主要地方道名古屋豊田

線、南北に主要地方道瀬戸大府東海線が走り、それら

にほぼ平行に一般県道が走る網状の交通体系を形成

している。車道幅員別現況をみると 5.5m 未満の未改

良延長が全体の 51.4%を占めている。 

 （以下 略） 

名古屋線(グリーンロード)が東西に通っている。市

内には、これら放射軸をむすぶ、環状機能を有する

道路として、(主要地方道)瀬戸大府東海線が南北方

向に通っている。 

本市の主要道路は、一般国道１路線(4.29 ㎞)、主

要地方道３路線、一般県道５路線(県道計 35.72 ㎞)

によって構成されている。東西に主要地方道名古屋

豊田線、南北に主要地方道瀬戸大府東海線が走り、

それらにほぼ平行に一般県道が走る網状の交通体系

を形成している。 

 

 （以下 略） 

 『図 鉄道・道路位置図』の修正 『図 鉄道・道路位置図』の修正  

    

 第５章 日進市国民保護計画が対象とする事態 第５章 日進市国民保護計画が対象とする事態  

 １ 武力攻撃事態の類型 １ 武力攻撃事態の類型  

 （１）着上陸侵攻 （１）着上陸侵攻  

 ・ （略）  ・ （略）  

 ・ （略）  ・ （略）  

 ・ （略）  ・ （略）  

14 ・ 主として、爆弾、砲弾等による家屋、施設等の破

壊、火災等が考えられ、石油コンビナート等、攻撃

目標となる施設の種類によっては、二次災害の発

生が想定される。 

・ 主として、爆弾、砲弾等による家屋、施設等の

破壊、火災等が考えられ、攻撃目標となる施設の種

類によっては、二次災害の発生が想定される。 

 

  ・ （略）  ・ （略）  

 （２）ゲリラや特殊部隊による攻撃   

 ・ 警察、自衛隊等による監視活動等により、その兆

候の早期発見に努めることとなるが、敵もその行

動を秘匿するためあらゆる手段を使用することが

想定されることから、事前にその活動を予測ある

いは察知できず、突発的に被害が生ずることも考

えられる。そのため、都市の中枢、鉄道、橋りょう、

ダム等に対する注意が必要である。 

 ・ 警察、自衛隊等による監視活動等により、その兆

候の早期発見に努めることとなるが、敵もその行

動を秘匿するためあらゆる手段を使用することが

想定されることから、事前にその活動を予測ある

いは察知できず、突発的に被害が生ずることも考

えられる。そのため、都市の中枢、鉄道、橋りょう

等に対する注意が必要である。 

 

  ・ （略）  ・ （略）  

 ・ ゲリラ及び特殊部隊の危害が住民に及ぶおそれ

がある地域においては、本市は、尾三消防組合、愛

知県知事、県警察、海上保安庁及び自衛隊と連携

し、武力攻撃の態様に応じて、攻撃当初は屋内に一

時避難させ、その後、安全の措置を講じつつ適当な

・ ゲリラ及び特殊部隊の危害が住民に及ぶおそれ

がある地域においては、本市は、尾三消防組合、

愛知県知事、県警察及び自衛隊と連携し、武力攻

撃の態様に応じて、攻撃当初は屋内に一時避難さ

せ、その後、安全の措置を講じつつ適当な避難地
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避難地に移動させる等適切な対応を行う。事態の

状況により、市長又は知事の退避の指示や警戒区

域の設定など、時宜に応じた措置を行うことが必

要である。 

に移動させる等適切な対応を行う。事態の状況に

より、市長又は知事の退避の指示や警戒区域の設

定など、時宜に応じた措置を行うことが必要であ

る。 

 （３）弾道ミサイル攻撃   

15 ・ 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射され

た段階で攻撃目標を特定することは極めて困難で

ある。さらに、極めて短時間で我が国に着弾するこ

とが予想され、弾頭の種類（通常弾頭又はＮＢＣ弾

頭）を着弾前に特定することは困難であるととも

に、弾頭の種類に応じて、被害の様相及び対応が大

きく異なる。 

 ・ 発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射され

た段階で攻撃目標を特定することは極めて困難で

ある。さらに、極めて短時間で我が国に着弾するこ

とも予想され、弾頭の種類（通常弾頭又はＮＢＣ弾

頭）を着弾前に特定することは困難であるととも

に、弾頭の種類に応じて、被害の様相及び対応が大

きく異なる。  

 

  ・ （略）  ・ （略）  

 ・ 弾道ミサイルは発射後短時間で着弾することが

予想されるため、的確かつ迅速な情報伝達体制と

適切な対応によって被害を局限化することが重要

であり、屋内への避難及び消火活動が中心となる。 

・ 弾道ミサイルは発射後短時間で着弾することも

予想されるため、的確かつ迅速な情報伝達体制と

適切な対応によって被害を局限化することが重要

であり、屋内への避難及び消火活動が中心となる。 

 

    

 ２ 緊急対処事態の事態例 ２ 緊急対処事態の事態例  

 （１）攻撃対象施設等による分類 （１）攻撃対象施設等による分類  

 ① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻

撃が行われる事態 

① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻

撃が行われる事態 

 

16 ・原子力事業所等の破壊 

・石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

・危険物積載船への攻撃 

・ダムの破壊 

・可燃性ガス貯蔵施設等の爆破  

 ② 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する

攻撃が行われる事態 

② 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対す

る攻撃が行われる事態 

 

  ・大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破 

・ （略） 

・大規模集客施設等の爆破 

・ （略） 

 

    

 第２編 平素からの備えや予防 第２編 平素からの備えや予防  

 第１章 組織・体制の整備等 第１章 組織・体制の整備等  

 第１ 日進市における組織・体制の整備 第１ 日進市における組織・体制の整備  

17 本市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施する

ため、国民保護措置の実施に必要な組織及び体制、職

員の配置及び服務基準等の整備を図る必要があるこ

とから、以下のとおり、各部局の平素の業務、職員の

参集基準等について定める。 

本市は、国民保護措置等を的確かつ迅速に実施す

るため、国民保護措置等の実施に必要な組織及び体

制、職員の配置及び服務基準等の整備を図る必要が

あることから、以下のとおり、各部局の平素の業務、

職員の参集基準等について定める。 
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 １ 日進市の各部課室における平素の業務 １ 日進市の各部課室における平素の業務  

   本市の各部課室は、国民保護措置を的確かつ迅速に

実施するため、その準備に係る業務を行う。 

 （以下 略） 

  本市の各部課室は、国民保護措置等を的確かつ迅

速に実施するため、その準備に係る業務を行う。 

 （以下 略） 

 

    

 ２ 日進市職員の参集基準等〔法第 41 条〕〔基本指針〕 ２ 日進市職員の参集基準等〔法第 41 条〕〔基本指針〕  

 （１）職員の迅速な参集体制の整備 （１）職員の迅速な参集体制の整備  

 本市は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生し

ようとしている場合の初動対応に万全を期するた

め、武力攻撃事態等に対処するために必要な職員が

迅速に参集できる体制を整備する。 

  本市は、武力攻撃災害又は緊急対処事態における

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場

合の初動対応に万全を期するため、武力攻撃事態等

及び緊急対処事態に対処するために必要な職員が迅

速に参集できる体制を整備する。 

 

 （２）２４時間即応体制の確立 （２）２４時間即応体制の確立  

   本市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態

の推移に応じて速やかに対応する必要があるため、 

 （以下 略） 

  本市は、武力攻撃又は緊急対処事態における攻撃

が発生した場合において、事態の推移に応じて速や

かに対応する必要があるため、 

 （以下 略） 

 

 （４）幹部職員等への連絡手段の確保 （４）幹部職員等への連絡手段の確保  

18 『図 動員伝達系統』の修正 『図 動員伝達系統』の修正  

    

 ３ 消防機関の体制 ３ 消防機関の体制  

 （１）消防本部及び消防署における体制 （１）消防本部及び消防署における体制  

19   本市は、尾三消防組合の管理者に対し、消防本部及

び消防署が、本市における参集基準等との整合性が確

保されるように、消防本部、消防署における初動体制

を整備するとともに、職員の参集基準を定めるよう要

請する。 

その際、本市は、消防本部及び消防署における 24

時間体制の状況を踏まえ、特に初動時における消防

本部及び消防署との緊密な連携を図り、一体的な国

民保護措置が実施できる体制を整備するよう努め

る。 

本市は、尾三消防組合の管理者に対し、消防本部

及び消防署が、本市における参集基準等との整合性

が確保されるように、消防本部、消防署における初

動体制を整備するとともに、職員の参集基準を定め

るよう要請する。 

その際、本市は、消防本部及び消防署における２

４時間体制の状況を踏まえ、特に初動時における消

防本部及び消防署との緊密な連携を図り、一体的な

国民保護措置等が実施できる体制を整備するよう努

める。 

 

 （２）消防団の充実・活性化の推進等 （２）消防団の充実・活性化の推進等  

 本市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割

を担うことにかんがみ、愛知県と連携し、地域住民の

消防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の

先進事例の情報提供、施設及び設備の整備の支援等

の取組みを積極的に行い、消防団の充実・活性化を図

る。 

本市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割

を担うことに鑑み、愛知県と連携し、地域住民の消

防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の

先進事例の情報提供、施設及び設備の整備の支援等

の取組みを積極的に行い、消防団の充実・活性化を

図る。 
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また、本市は、愛知県と連携し、消防団に対する国

民保護措置についての研修を実施するとともに、国

民保護措置についての訓練に消防団を参加させるよ

う配慮する。 

（以下 略） 

また、本市は、愛知県と連携し、消防団に対する

国民保護措置等についての研修を実施するととも

に、国民保護措置等についての訓練に消防団を参加

させるよう配慮する。 

（以下 略） 

    

 ４ 国民の権利利益の救済に係る手続等〔法第 6 条〕〔基

本指針〕 

４ 国民の権利利益の救済に係る手続等〔法第 6 条〕

〔基本指針〕 

 

 （１）国民の権利利益の迅速な救済 （１）国民の権利利益の迅速な救済  

20   本市は、武力攻撃事態等の認定があった場合には、

国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に

係る不服申立て又は訴訟その他の国民の権利利益の

救済に係る手続を迅速に処理するため、国民からの問

い合わせに対応するための総合的な窓口を開設し、手

続項目ごとに担当部署を定める。 

 （以下 略） 

  本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態の認定

があった場合には、国民保護措置等の実施に伴う損

失補償、国民保護措置等に係る不服申立て又は訴訟

その他の国民の権利利益の救済に係る手続を迅速に

処理するため、国民からの問い合わせに対応するた

めの総合的な窓口を開設し、手続項目ごとに担当部

署を定める。 

 （以下 略） 

 

 （２）国民の権利利益に関する文書の保存 （２）国民の権利利益に関する文書の保存  

 本市は、国民の権利利益の救済の手続に関連する

文書（公用令書の写し、協力の要請日時、場所、協力

者、要請者、内容等を記した書類等）を、日進市文書

管理規程等の定めるところにより、適切に保存する。

また、国民の権利利益の救済を確実に行うため、武力

攻撃災害による当該文書の逸失等を防ぐために、安

全な場所に確実に保管する等の配慮を行う。 

本市は、これらの手続に関連する文書について、武

力攻撃事態等が継続している場合及び国民保護措置

に関して不服申立て又は訴訟が提起されている場合

には保存期間を延長する。 

本市は、国民の権利利益の救済の手続に関連する

文書（公用令書の写し、協力の要請日時、場所、協

力者、要請者、内容等を記した書類等）を、日進市

文書管理規程等の定めるところにより、適切に保存

する。また、国民の権利利益の救済を確実に行うた

め、武力攻撃災害又は緊急対処事態における災害に

よる当該文書の逸失等を防ぐために、安全な場所に

確実に保管する等の配慮を行う。 

本市は、これらの手続に関連する文書について、

武力攻撃事態等及び緊急対処事態が継続している場

合及び国民保護措置等に関して不服申立て又は訴訟

が提起されている場合には保存期間を延長する。 

 

    

 第２ 関係機関との連携体制の整備 第２ 関係機関との連携体制の整備  

21   本市は、国民保護措置を実施するに当たり、 

 （以下 略） 

本市は、国民保護措置等を実施するに当たり、 

（以下 略） 

 

 １ 基本的考え方〔法第 35 条第 3 項・第 7 項・第 8 項〕 １ 基本的考え方〔法第 35 条第 3 項・第 7 項・第 8

項〕 

 

 （１）防災のための連携体制の活用 （１）防災のための連携体制の活用  

 本市は、武力攻撃事態等への効果的かつ迅速な対

処ができるよう、防災のための連携体制も活用し、関

本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態への効

果的かつ迅速な対処ができるよう、防災のための連
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係機関との連携体制を整備する。 携体制も活用し、関係機関との連携体制を整備する。 

 （２）、（３） （略） （２）、（３） （略）  

    

 ２ 愛知県との連携〔法第 35 条第 5 項・第 8 項〕 ２ 愛知県との連携〔法第 35 条第 5 項・第 8 項〕  

 （１）愛知県の連絡先の把握等 （１）愛知県の連絡先の把握等  

 本市は、緊急時に連絡すべき愛知県の連絡先及び

担当部署（担当部局名、所在地、電話（FAX）番号、

メールアドレス等）について把握するとともに、定期

的に更新を行い、国民保護措置の実施の要請等が円

滑に実施できるよう、愛知県と必要な連携を図る。 

  本市は、緊急時に連絡すべき愛知県の連絡先及び

担当部署（担当部局名、所在地、電話（FAX）番号、メ

ールアドレス等）について把握するとともに、定期的に

更新を行い、国民保護措置等の実施の要請等が円滑に

実施できるよう、愛知県と必要な連携を図る。 

 

 （２） （略） （２） （略）  

 （３）日進市国民保護計画の愛知県への協議 （３）日進市国民保護計画の愛知県への協議  

 本市は、愛知県との国民保護計画の協議を通じて、

愛知県の行う国民保護措置と本市の行う国民保護措

置との整合性の確保を図る。 

本市は、愛知県との国民保護計画の協議を通じて、

愛知県の行う国民保護措置等と本市の行う国民保護

措置等との整合性の確保を図る。 

 

 （４）県警察との連携 （４）県警察との連携  

22 市長は、自らが管理する道路について、武力攻撃事

態等において、道路の通行禁止措置等に関する情報

を道路利用者に積極的に提供できるよう、県警察と

必要な連携を図る。 

市長は、自らが管理する道路について、武力攻撃

事態等及び緊急対処事態において、道路の通行禁止

措置等に関する情報を道路利用者に積極的に提供で

きるよう、県警察と必要な連携を図る。 

 

    

 ３ 近接市町村との連携〔法第 35 条第 4 項・第 8 項〕 ３ 近接市町村との連携〔法第 35 条第 4 項・第 8 項〕  

 （１）近接市町村との連携 （１）近接市町村との連携  

 本市は、近接市町村の連絡先、担当部署等に関する

最新の情報を常に把握するとともに、近接市町村相

互の国民保護計画の内容について協議する機会を設

けることや、防災に関し締結されている市町村間の

相互応援協定等について必要な見直しを行うこと等

により、武力攻撃災害の防御、避難の実施体制、物資

及び資材の供給体制等における近接市町村相互間の

連携を図る。 

本市は、近接市町村の連絡先、担当部署等に関す

る最新の情報を常に把握するとともに、近接市町村

相互の国民保護計画の内容について協議する機会を

設けることや、防災に関し締結されている市町村間

の相互応援協定等について必要な見直しを行うこと

等により、武力攻撃災害又は緊急対処事態における

災害の防御、避難の実施体制、物資及び資材の供給

体制等における近接市町村相互間の連携を図る。 

 

 （２） （略） （２） （略）  

    

 ４ 指定公共機関等との連携〔法第 3 条第 4 項〕 ４ 指定公共機関等との連携〔法第 3 条第 4 項〕  

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）医療機関との連携 （２）医療機関との連携  

 本市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに

行われるよう消防機関とともに、災害拠点病院、救命

救急センター、医師会等との連絡体制を確認すると

本市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに

行われるよう消防機関とともに、災害拠点病院、救

命救急センター、医師会等との連絡体制を確認する
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ともに平素からの意見交換や訓練を通じて、緊急時

の医療ネットワークと広域的な連携を図る。 

また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう

（財）日本中毒情報センター等の専門的な知見を有

する機関との連携に努める。 

とともに平素からの意見交換や訓練を通じて、緊急

時の医療ネットワークと広域的な連携を図る。 

また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう（公

財）日本中毒情報センター等の専門的な知見を有す

る機関との連携に努める。 

 （３） （略） （３） （略）  

    

 ５ ボランティア団体等に対する支援〔法第 4 条第 3

項〕 

５ ボランティア団体等に対する支援〔法第 4 条第 3

項〕 

 

 （１）自主防災組織等に対する支援 （１）自主防災組織等に対する支援  

23   本市は、自主防災組織及び行政区・自治会等のリー

ダー等に対する研修等を通じて国民保護措置の周知

及び自主防災組織等の活性化を推進し、その充実を図

るとともに、自主防災組織等相互間、消防団及び市等

との間の連携が図られるよう配慮する。また、国民保

護措置についての訓練の実施を促進し、自主防災組織

等が行う消火、救助、救援等のための施設及び設備の

充実を図る。 

  本市は、自主防災組織及び行政区・自治会等のリー

ダー等に対する研修等を通じて国民保護措置等の周

知及び自主防災組織等の活性化を推進し、その充実

を図るとともに、自主防災組織等相互間、消防団及び

市等との間の連携が図られるよう配慮する。また、国

民保護措置等についての訓練の実施を促進し、自主

防災組織等が行う消火、救助、救援等のための施設及

び設備の充実を図る。 

 

 （２）自主防災組織以外のボランティア団体等に対する

支援 

（２）自主防災組織以外のボランティア団体等に対す

る支援 

 

   本市は、防災のための連携体制を踏まえ、日本赤十

字社、社会福祉協議会その他のボランティア関係団体

等との連携を図り、武力攻撃事態等においてボランテ

ィア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備

を図る。 

  本市は、防災のための連携体制を踏まえ、日本赤十

字社、社会福祉協議会その他のボランティア関係団

体等との連携を図り、武力攻撃事態等及び緊急対処

事態においてボランティア活動が円滑に行われるよ

う、その活動環境の整備を図る。 

 

    

 第３ 通信の確保 第３ 通信の確保  

   本市は、武力攻撃事態等において国民保護措置を的

確かつ迅速に実施するためには、非常通信体制の整備

等による通信の確保が重要であることから、以下のと

おり、非常通信体制の整備等について定める。 

  本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態におい

て国民保護措置等を的確かつ迅速に実施するために

は、非常通信体制の整備等による通信の確保が重要

であることから、以下のとおり、非常通信体制の整備

等について定める。 

 

 （１）非常通信体制の整備〔基本指針〕 （１）非常通信体制の確保〔基本指針〕  

   本市は、国民保護措置の実施に関し、非常通信体制

の整備、重要通信の確保に関する対策の推進を図るも

のとし、自然災害その他の非常時における通信の円滑

な運用を図ること等を目的として、関係省庁、地方公

共団体、主要な電気通信事業者等で構成された非常通

信協議会との連携に十分配慮する。 

  本市は、国民保護措置等の実施に関し、非常通信体

制の整備、重要通信の確保に関する対策の推進を図

るものとし、自然災害その他の非常時における通信

の円滑な運用を図ること等を目的として、関係省庁、

地方公共団体、主要な電気通信事業者等で構成され

た非常通信協議会との連携に十分配慮する。 
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 （２）非常通信体制の確保〔基本指針〕 （２）高度情報通信ネットワーク等による通信の確保  

   本市は、武力攻撃災害発生時においても情報の収

集、提供を確実に行うため、情報伝達ルートの多ルー

ト化や停電等に備えて非常用電源の確保を図るなど、

自然災害時における体制を活用し、情報収集、連絡体

制の整備に努める。 

  本市は、武力攻撃災害又は緊急対処事態における

災害の発生時においても情報の収集、提供を確実に

行うため、情報伝達ルートの多ルート化や停電等に

備えて非常用電源の確保を図るなど、自然災害時に

おける体制を活用し、情報収集、連絡体制の整備に努

める。 

非常通信の確保に当たっては、防災用として確保

している高度情報通信ネットワークを活用するとと

もに、以下の事項に十分留意し、その運営・管理を

行う。 

また、武力攻撃事態等における警報や避難措置の

指示等が迅速かつ確実に通知・伝達されるよう、緊

急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、全国

瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を的確に活用

する。 

 

24 （追加） 

 ※第４ 情報収集・提供等の体制整備より移動 

表 留意事項 

施
設
・
設
備
面 

・非常通信設備等の情報通信手段の施設

について、非常通信の取扱いや機器の

操作の習熟を含めた管理・運用体制の

構築を図る。 

・武力攻撃災害又は緊急対処事態におけ

る災害による被害を受けた場合に備

え、複数の情報伝達手段の整備（有線・

無線系、地上系・衛星系等による伝送路

の多ルート化等）、関連機器装置の二重

化等の障害発生時における情報収集体

制の整備を図る。 

・無線通信ネットワークの整備・拡充の推

進及び相互接続等によるネットワーク

間の連携を図る。 

・被災現場の状況を収集し、県対策本部等

に伝送する画像伝送無線システムの構

築に努める。 

・武力攻撃災害及び緊急対処事態におけ

る災害時において確実な利用ができる

よう、国民保護措置等の実施に必要な

非常通信設備を定期的に総点検する。 

運
用

面 ・夜間・休日の場合等における体制を確保
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するとともに、平素から情報の収集・連

絡体制の整備を図る。 

・武力攻撃災害又は緊急対処事態におけ

る災害による被害を受けた場合に備

え、通信輻輳時及び途絶時並びに庁舎

への電源供給が絶たれた場合を想定し

た、非常用電源を利用した関係機関と

の実践的通信訓練の実施を図る。 

・通信訓練を行うに当たっては、地理的条

件や交通事情等を想定し、実施時間や

電源の確保等の条件を設定した上で、

地域住民への情報の伝達、避難先施設

との間の通信の確保等に関する訓練を

行うものとし、訓練終了後に評価を行

い、必要に応じ体制等の改善を行う。 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対

策に十分留意し、武力攻撃事態等及び

緊急対処事態における運用計画を定め

るとともに、関係機関との間で携帯電

話等の電気通信事業用移動通信及び防

災行政無線、消防救急無線等の業務用

移動通信を活用した運用方法等につい

ての十分な調整を図る。 

・電気通信事業者により提供されている

災害時優先電話等の効果的な活用を図

る。 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図る

とともに、職員担当者が被害を受けた

場合に備え、円滑に他の職員が代行で

きるような体制の構築を図る。 

・国民に情報を提供するに当たっては、防

災行政無線、広報車両等を活用すると

ともに、高齢者、障害者、外国人その他

の情報の伝達に際し援護を要する者及

びその他通常の手段では情報の入手が

困難と考えられる者に対しても情報を

伝達できるよう必要な検討を行い、体

制の整備を図る。 
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 第４ 情報収集・提供等の体制整備 第４ 情報収集・提供等の体制整備  

   本市は、武力攻撃事態等において、国民保護措置に

関する情報提供、警報の内容の通知及び伝達、被災情

報の収集・報告、安否情報の収集・整理等を行うため、

情報収集・提供等の体制整備のために必要な事項につ

いて、以下のとおり定める。 

  本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態におい

て、国民保護措置等に関する情報提供、警報の内容の

通知及び伝達、被災情報の収集・報告、安否情報の収

集・整理等を行うため、情報収集・提供等の体制整備

のために必要な事項について、以下のとおり定める。 

 

 １ 基本的考え方〔法第 8 条第 1 項・第 2 項〕〔基本指

針〕 

１ 基本的考え方〔法第 8 条〕〔基本指針〕  

 （１）情報収集・提供のための体制の整備 （１）情報収集・提供のための体制の整備  

 本市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状

況、被災情報その他の情報等を収集又は整理し、関係

機関及び住民に対しこれらの情報の提供等を適時か

つ適切に実施するための体制を整備する。 

本市は、国民保護措置等の実施状況、被災情報そ

の他の情報等を収集又は整理し、関係機関及び住民

に対しこれらの情報の提供等を適時かつ適切に実施

するための体制を整備する。 

 

 （２）体制の整備に当たっての留意事項 （２）体制の整備に当たっての留意事項  

 

 

 

 

 

  体制の整備に際しては、防災における体制を踏ま

え、効率的な情報の収集、整理及び提供や、武力攻撃

災害により障害が発生した場合の通信の確保に留意

する。 

また、非常通信体制の確保に当たっては、自然災害

時において確保している通信手段を活用するととも

に、以下の事項に十分留意し、その運営・管理、整備

等を行う。 

  体制の整備に際しては、防災における体制を踏ま

え、効率的な情報の収集、整理及び提供や、武力攻撃

災害又は緊急対処事態における災害により障害が発

生した場合の通信の確保に留意する。 

 

 

 表 留意事項 

施
設
・
設
備
面 

・非常通信設備等の情報通信手段の施設に

ついて、非常通信の取扱いや機器の操作の

習熟を含めた管理・運用体制の構築を図

る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に

備え、複数の情報伝達手段の整備（有線・

無線系、地上系・衛星系等による伝送路の

多ルート化等）、関連機器装置の二重化等

の障害発生時における情報収集体制の整

備を図る。 

・無線通信ネットワークの整備・拡充の推進

及び相互接続等によるネットワーク間の

連携を図る。 

・被災現場の状況を収集し、県対策本部等に

伝送する画像伝送無線システムの構築に

努める。 

（削除） 

 ※第３ 通信の確保へ移動 
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・武力攻撃災害時において確実な利用がで

きるよう、国民保護措置の実施に必要な非

常通信設備を定期的に総点検する。 

運
用
面 

・夜間・休日の場合等における体制を確保す

るとともに、平素から情報の収集・連絡体

制の整備を図る 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に

備え、通信輻輳時及び途絶時並びに庁舎へ

の電源供給が絶たれた場合を想定した、非

常用電源を利用した関係機関との実践的

通信訓練の実施を図る。 

・通信訓練を行うに当たっては、地理的条件

や交通事情等を想定し、実施時間や電源の

確保等の条件を設定した上で、地域住民へ

の情報の伝達、避難先施設との間の通信の

確保等に関する訓練を行うものとし、訓練

終了後に評価を行い、必要に応じ体制等の

改善を行う。 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策

に十分留意し、武力攻撃事態等非常時にお

ける運用計画を定めるとともに、関係機関

との間で携帯電話等の電気通信事業用移

動通信及び防災行政無線、消防救急無線等

の業務用移動通信を活用した運用方法等

についての十分な調整を図る。 

・電気通信事業者により提供されている災

害時優先電話等の効果的な活用を図る。 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図ると

ともに、職員担当者が被害を受けた場合に

備え、円滑に他の職員が代行できるような

体制の構築を図る。 

・国民に情報を提供するに当たっては、防災

行政無線、広報車両等を活用するととも

に、高齢者、障害者、外国人その他の情報

の伝達に際し援護を要する者及びその他

通常の手段では情報の入手が困難と考え

られる者に対しても情報を伝達できるよ

う必要な検討を行い、体制の整備を図る。 
 

 （３）情報の共有 （３）情報の共有  
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25   本市は、国民保護措置の実施のため必要な情報の収

集、蓄積及び更新に努めるとともに、 

 （以下 略） 

  本市は、国民保護措置等の実施のため必要な情報

の収集、蓄積及び更新に努めるとともに、 

 （以下 略） 

 

    

 ２ 警報等の伝達に必要な準備〔法第 47 条第 1 項・第

2 項、法第 51 条第 2 項〕〔基本指針〕 

２ 警報等の伝達に必要な準備〔法第 47 条第 1 項・第

2 項、法第 51 条第 2 項〕〔基本指針〕 

 

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）防災行政無線の整備 （２）防災行政無線の整備  

   本市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容

の伝達等に必要となる防災行政無線の整備を図る。 

  本市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内

容の伝達等に必要となる同報系防災行政無線の有効

な運用を図る。 

また、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎ

ｅｔ）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を

的確に活用するほか、掲示板や緊急速報メール機能、

ホームページ、ソーシャルメディアの利用等あらゆ

る媒体を有効に活用して伝達等を行う。 

 

 （３）県警察との連携 （３）県警察との連携  

   本市は、武力攻撃事態等において、住民に対する警

報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県警

察との協力体制を構築する。また、必要に応じて名古

屋海上保安部との協力体制を構築する。 

  本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態におい

て、住民に対する警報の内容の伝達が的確かつ迅速

に行われるよう、県警察との協力体制を構築する。 

 

 （４）～（６） （略） （４）～（６） （略）  

    

 ３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備〔法第

94 条第 1 項〕 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備〔法第

94 条第 1 項〕 

 

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）安否情報の種類及び報告様式 （２）安否情報の種類及び報告様式  

26   本市は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又

は負傷した住民の安否情報に関して、 

 （以下 略） 

本市は、避難住民及び武力攻撃災害又は緊急対処

事態における災害により死亡し又は負傷した住民の

安否情報に関して、 

 （以下 略） 

 

 （３）、（４） （略） （３）、（４） （略）  

    

 第５ 研修及び訓練 第５ 研修及び訓練  

29 日進市職員は、住民の生命、身体及び財産を保護す

る責務を有していることから、研修を通じて国民保

護措置の実施に必要な知識の習得に努めるととも

に、実践的な訓練を通じて武力攻撃事態等における

対処能力の向上に努める必要がある。 

日進市職員は、住民の生命、身体及び財産を保護

する責務を有していることから、研修を通じて国民

保護措置等の実施に必要な知識の習得に努めるとと

もに、実践的な訓練を通じて武力攻撃事態等及び緊

急対処事態における対処能力の向上に努める必要が
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このため、本市における研修及び訓練のあり方に

ついて必要な事項を、以下のとおり定める。 

ある。 

このため、本市における研修及び訓練のあり方に

ついて必要な事項を、以下のとおり定める。 

 １ 研修 １ 研修  

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）職員等の研修機会の確保 （２）職員等の研修機会の確保  

   本市は、職員に対して、国、愛知県等が作成する国

民保護に関する教材や資料等も活用し、多様な方法に

より研修を行う。 

また、愛知県と連携し、消防団員及び自主防災組織

のリーダー等に対して国民保護措置に関する研修等

を行うとともに、 

 （以下 略） 

  本市は、職員に対して、国、愛知県等が作成する国

民保護に関する教材や資料等も活用し、多様な方法

により研修を行う。 

また、愛知県と連携し、消防団員及び自主防災組

織のリーダー等に対して国民保護措置等に関する研

修等を行うとともに、 

 （以下 略） 

 

 （３）外部有識者等による研修 （３）外部有識者等による研修  

   本市は、職員等の研修の実施に当たっては、愛知県、

消防機関、自衛隊、海上保安庁及び警察の職員、学識

経験者等を講師に招くなど外部の人材についても積

極的に活用する。 

  本市は、職員等の研修の実施に当たっては、愛知

県、消防機関、自衛隊及び警察の職員、学識経験者等

を講師に招くなど外部の人材についても積極的に活

用する。 

 

    

 ２ 訓練〔法第 42 条第 1 項・第 3 項〕〔基本指針〕 ２ 訓練〔法第 42 条第 1 項・第 3 項〕〔基本指針〕  

 （１）日進市における訓練の実施 （１）日進市における訓練の実施  

 本市は、尾三消防組合、近隣市町村、愛知県、国等

関係機関と共同するなどして、国民保護措置につい

ての訓練を実施し、武力攻撃事態等における対処能

力向上を図る。 

訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、

防災訓練におけるシナリオ作成等、既存のノウハウ

を活用するとともに、尾三消防組合、県警察、名古屋

海上保安部、自衛隊等との連携を図る。 

  本市は、尾三消防組合、近隣市町村、愛知県、国等

関係機関と共同するなどして、国民保護措置等につ

いての訓練を実施し、武力攻撃事態等及び緊急対処

事態における対処能力向上を図る。 

訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、

防災訓練におけるシナリオ作成等、既存のノウハウ

を活用するとともに、尾三消防組合、県警察、自衛

隊等との連携を図る。 

 

 （２） （略） （２） （略）  

 （３）訓練に当たっての留意事項 （３）訓練に当たっての留意事項  

30  ① 国民保護措置と防災上の措置との間で相互に応

用が可能な項目については、国民保護措置について

の訓練と防災訓練とを有機的に連携させる。 

 ① 国民保護措置等と防災上の措置との間で相互に

応用が可能な項目については、国民保護措置等に

ついての訓練と防災訓練とを有機的に連携させ

る。 

 

  ② 国民保護措置についての訓練の実施においては、

住民の避難誘導や救援等に当たり、 

  （以下 略） 

② 国民保護措置等についての訓練の実施において

は、住民の避難誘導や救援等に当たり、 

（以下 略） 

 

  ③、④ （略）  ③、④ （略）  
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  ⑤ 本市は、愛知県と連携し、学校、病院、駅、空港、

大規模集客施設、大規模集合住宅、官公庁、事業所

その他の多数の者が利用又は居住する施設の管理

者に対し、火災や地震等の計画及びマニュアル等に

準じて警報の内容の伝達及び避難誘導を適切に行

うため必要となる訓練の実施を促す。 

⑤ 本市は、愛知県と連携し、学校、病院、駅、大

規模集客施設、大規模集合住宅、庁舎、事業所そ

の他の多数の者が利用又は居住する施設の管理者

に対し、火災や地震等の計画及びマニュアル等に

準じて警報の内容の伝達及び避難誘導を適切に行

うため必要となる訓練の実施を促す。 

 

  ⑥ （略）  ⑥ （略）  

    

31 第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する

平素からの備え 

第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する

平素からの備え 

 

   （略）   （略）  

 １ 避難に関する基本的事項〔基本指針〕 １ 避難に関する基本的事項〔基本指針〕  

 （１）基礎的資料の収集 （１）基礎的資料の収集  

   （略）   （略）  

 市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料 市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料  

 ○ （略） 

○ （略） 

○輸送カのリスト 

○ （略） 

○ （略） 

○生活開連等施設等のリスト 

○ （略） 

○ （略） 

○ （略） 

○災害時要援護者の避難支援プラン 

○ （略） 

○ （略） 

○輸送力のリスト 

 ○ （略） 

○ （略） 

○生活関連等施設等のリスト 

○ （略） 

○ （略） 

○ （略） 

○避難行動要支援者の避難支援プラン 

 

 （２） （略） （２） （略）  

32 （３）高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮 （３）高齢者、障害者等避難行動要支援者への配慮  

   本市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障

害者等自ら避難することが困難な者の避難について、

災害時要援護者の避難対策を講じる。 

本市は、避難住民の誘導に当たって、高齢者、障

害者等自ら避難することが困難な者の避難につい

て、避難行動要支援者の避難対策を講じる。 

 

 （４）民間事業者からの協力の確保 （４）民間事業者からの協力の確保  

 本市は、避難住民の誘導時における地域の民間事

業者の協力の重要性にかんがみ、 

 （以下 略） 

本市は、避難住民の誘導時における地域の民間事

業者の協力の重要性に鑑み、 

（以下 略） 

 

 （５） （略） （５） （略）  

    

 ２ 避難実施要領のパターンの作成〔法第 61 条第 1 項〕

〔基本指針〕 

２ 避難実施要領のパターンの作成〔法第 61条第 1項〕

〔基本指針〕 

 

   本市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機関、   本市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機  
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消防機関、愛知県、県警察、名古屋海上保安部、自衛

隊等）と緊密な意見交換を行いつつ、 

 （以下 略） 

関、消防機関、愛知県、県警察、自衛隊等）と緊密な

意見交換を行いつつ、 

 （以下 略） 

    

 ３ 救援に関する基本的事項 ３ 救援に関する基本的事項  

 （１）愛知県との調整 （１）愛知県との調整  

   本市は、愛知県から救援の一部の事務を市において

行うこととされた場合や本市が愛知県の行う救援を

補助する場合にかんがみて、本市の行う救援の活動内

容や愛知県との役割分担等について、自然災害時にお

ける本市の活動状況等を踏まえ、あらかじめ愛知県と

調整しておく。 

本市は、愛知県から救援の一部の事務を市におい

て行うこととされた場合や本市が愛知県の行う救援

を補助する場合に鑑みて、本市の行う救援の活動内

容や愛知県との役割分担等について、あらかじめ愛

知県と調整しておく。 

 

 （２） （略） （２） （略）  

    

 ４ 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等〔基本指針〕 ４ 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等〔基本指

針〕 

 

33   本市は、愛知県と連携して、運送事業者の輸送カの

把握や輸送施設に関する情報の把握等を行うととも

に、 

 （以下 略） 

  本市は、愛知県と連携して、運送事業者の輸送力の

把握や輸送施設に関する情報の把握等を行うととも

に、 

 （以下 略） 

 

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）運送経路の把握等 （２）運送経路の把握等  

 本市は、武力攻撃事態等における避難住民や緊急

物資の運送を円滑に行うため、愛知県が保有する当

市の区城に係る運送経路の情報を共有する。 

本市は、避難住民や緊急物資の運送を円滑に行う

ため、愛知県が保有する当市の区城に係る運送経路

の情報を共有する。 

 

    

 ６ 生活関連等施設の把握等〔基本指針〕 ６ 生活関連等施設の把握等〔基本指針〕  

 （１）生活関連等施設の把握等 （１）生活関連等施設の把握等  

   （略）   （略）  

  表 生活関連等施設の種類及び所管省庁  表 生活関連等施設の種類及び所管省庁  
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34 国民保護 

法施行令 

各号 施設の種類 所管省庁名 

（略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

国土交通省 

農林水産省 

（略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

文部科学省 

経済産業省 

（略） （略） 

文部科学省 

経済産業省 

（略） （略） 文部科学省 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 
 

国民保護 

法施行令 

各号 施設の種類 所管省庁名 

（略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 国土交通省 

（略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

原子力規制委員

会 

（略） （略） 

原子力規制委員

会 

（略） （略） 

原子力規制委員

会 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 
 

 

 （２）日進市が管理する公共施設等における警戒 （２）日進市が管理する公共施設等における警戒  

   本市は、その管理に係る公共施設、公共交通機関等

について、特に情勢が緊迫している場合等において、

必要に応じ、生活関連等施設の対応も参考にして、愛

知県の措置に準じて警戒等の措置を実施する。この場

合において、県警察及び名古屋海上保安部との連携を

図る。 

  本市は、その管理に係る公共施設、公共交通機関等

について、特に情勢が緊迫している場合等において、

必要に応じ、生活関連等施設の対応も参考にして、愛

知県の措置に準じて警戒等の措置を実施する。この

場合において、県警察との連携を図る。 

 

    

 第３章 物資及び資材の備蓄、整備〔法第 142 条〕〔基

本指針〕 

第３章 物資及び資材の備蓄、整備〔法第 142 条〕〔基

本指針〕 

 

35   本市が備蓄、整備する国民保護措置の実施に必要な

物資及び資材について、以下のとおり定める。 

  本市が備蓄、整備する国民保護措置等の実施に必

要な物資及び資材について、以下のとおり定める。 
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 １ 日進市における備蓄 １ 日進市における備蓄  

 （１）防災のための備蓄との関係 （１）防災のための備蓄との関係  

 住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資

材については、従来の防災のために備えた物資や資

材と共通するものが多いことから、可能であるもの

については、原則として、国民保護措置のための備蓄

と防災のための備蓄とを相互に兼ねるとともに、武

力攻撃事態等において特に必要となる物資及び資材

について、備蓄し、又は調達体制を整備する。 

  住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資

材については、従来の防災のために備えた物資や資

材と共通するものが多いことから、可能であるもの

については、原則として、国民保護措置等のための備

蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねるとともに、

武力攻撃事態等及び緊急対処事態において特に必要

となる物資及び資材について、備蓄し、又は調達体制

を整備する。 

 

 （２）国民保護措置の実施のために必要な物資及び資材 （２）国民保護措置等の実施のために必要な物資及び

資  

 材 

 

   国民保護措置の実施のため特に必要となる化学防

護服や放射線測定装置等の資機材については、 

 （以下 略） 

  国民保護措置等の実施のため特に必要となる化学

防護服や放射線測定装置等の資機材については、 

 （以下 略） 

 

 （３）愛知県との連携 （３）愛知県との連携  

   本市は、国民保護措置のために特に必要となる物資

及び資材の備蓄・整備について、愛知県と密接に連携

して対応する。 

また、武力攻撃事態等が長期にわたった場合にお

いても、国民保護措置に必要な物資及び資材を調達

することができるよう、他の市町村等や事業者等と

の間で、その供給に関する協定をあらかじめ締結す

るなど、必要な体制を整備する。 

本市は、国民保護措置のために特に必要となる物

資及び資材の備蓄・整備について、愛知県と密接に

連携して対応する。 

また、武力攻撃事態等及び緊急対処事態が長期に

わたった場合においても、国民保護措置等に必要な

物資及び資材を調達することができるよう、他の市

町村等や事業者等との間で、その供給に関する協定

をあらかじめ締結するなど、必要な体制を整備する。 

 

    

 ２ 日進市が管理する施設及び設備の整備及び点検等 ２ 日進市が管理する施設及び設備の整備及び点検等  

 （１）施設及び設備の整備及び点検 （１）施設及び設備の整備及び点検  

   本市は、国民保護措置の実施も念頭におきながら、

その管理する施設及び設備について、整備し、又は点

検する。 

  本市は、国民保護措置等の実施も念頭におきなが

ら、その管理する施設及び設備について、整備し、又

は点検する。 

 

 （２） （略） （２） （略）  

 （３）復旧のための各種資料等の整備等 （３）復旧のための各種資料等の整備等  

36   本市は、武力攻撃災害による被害の復旧の的確かつ

迅速な実施のため、 

 （以下 略） 

  本市は、武力攻撃災害又は緊急対処事態における

災害による被害の復旧の的確かつ迅速な実施のた

め、 

 （以下 略） 

 

    

 第４章 国民保護に関する啓発 第４章 国民保護に関する啓発  
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37   武力攻撃災害による被害を最小限化するためには、

住民が国民保護に関する正しい知識を身につけ、武力

攻撃事態等において適切に行動する必要があること

から、国民保護に関する啓発や武力攻撃事態等におい

て住民がとるべき行動等に関する啓発のあり方につ

いて必要な事項を、以下のとおり定める。 

  武力攻撃災害又は緊急対処事態における災害によ

る被害を最小限化するためには、住民が国民保護に

関する正しい知識を身につけ、武力攻撃事態等及び

緊急対処事態において適切に行動する必要があるこ

とから、国民保護に関する啓発や武力攻撃事態等及

び緊急対処事態において住民がとるべき行動等に関

する啓発のあり方について必要な事項を、以下のと

おり定める。 

 

 １ 国民保護措置に関する啓発 １ 国民保護措置に関する啓発  

 （１）啓発の方法 （１）啓発の方法  

 本市は、国及び愛知県と連携しつつ、住民に対し、

広報誌、パンフレット、インターネット等の様々な媒

体を活用して、国民保護措置の重要性について継続

的に啓発を行う。また、高齢者、障害者、外国人等に

対しては、点字や外国語を使用した広報媒体を使用

するなど実態に応じた方法により啓発を行う。その

際、防災の取組みを含め、功労のあった者の表彰など

により、国民保護に関する住民への浸透を図る。 

  本市は、国及び愛知県と連携しつつ、住民に対し、

広報誌、パンフレット、インターネット等の様々な媒

体を活用して、国民保護措置等の重要性について継

続的に啓発を行う。また、高齢者、障害者、外国人等

に対しては、点字や外国語を使用した広報媒体を使

用するなど実態に応じた方法により啓発を行う。 

 

 （２）、（３） （略） （２）、（３） （略）  

    

 ２ 武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に

関する啓発 

２ 武力攻撃事態等及び緊急対処事態において住民が

とるべき行動等に関する啓発 

 

   本市は、武力攻撃災害の兆候を発見した場合の市長

等に対する通報義務、不審物等を発見した場合の施設

管理者に対する通報等について、啓発資料等を活用し

て住民への周知を図る。 

 （以下 略） 

  本市は、武力攻撃災害又は緊急対処事態における

災害の兆候を発見した場合の市長等に対する通報義

務、不審物等を発見した場合の施設管理者に対する

通報等について、啓発資料等を活用して住民への周

知を図る。 

 （以下 略） 

 

    

 第３編 武力攻撃事態等への対処 第３編 武力攻撃事態等への対処  

 第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 第１章 初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置  

38   多数の死傷者が発生したり、建造物が破壊される等

の具体的な被害が発生した場合には、当初、その被害

の原因が明らかではないことも多いと考えられ、本市

は、武力攻撃事態等や緊急対処事態の認定が行われる

前の段階においても、住民の生命、身体及び財産の保

護のために、現場において初動的な被害への対処が必

要となる。 

また、他の市町村において攻撃が発生している場

  多数の死傷者が発生したり、建造物が破壊される

等の具体的な被害が発生した場合には、当初、その被

害の原因が明らかではないことも多いと考えられ、

本市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態の認定が

行われる前の段階においても、住民の生命、身体及び

財産の保護のために、現場において初動的な被害へ

の対処が必要となる。 

また、他の市町村において攻撃が発生している場
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合や何らかの形で攻撃の兆候に関する情報が提供さ

れた場合においても、事案発生時に迅速に対応でき

るよう、即応体制を強化しておくことが必要となる

ことも考えられる。 

このため、かかる事態において初動体制を確立し、

関係機関からの情報等を迅速に集約・分析して、その

被害の態様に応じた応急活動を行っていくことの重

要性にかんがみ、本市の初動体制について、以下のと

おり定める。 

合や何らかの形で攻撃の兆候に関する情報が提供さ

れた場合においても、事案発生時に迅速に対応でき

るよう、即応体制を強化しておくことが必要となる

ことも考えられる。 

このため、かかる事態において初動体制を確立し、

関係機関からの情報等を迅速に集約・分析して、そ

の被害の態様に応じた応急活動を行っていくことの

重要性に鑑み、本市の初動体制について、以下のと

おり定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 事態認定前における緊急事態連絡室等の設置およ

び初動措置〔法第 29 条第 11 項〕 

１ 事態認定前における緊急事態連絡室等の設置及び

初動措置〔法第 29 条第 11 項〕 

 

 （１）緊急事態連絡室等の設置 （１）緊急事態連絡室等の設置  

  ① （略）  ① （略）  

 『図 市緊急事態連絡室の構成等イメージ図』の修正 『図 市緊急事態連絡室の構成等イメージ図』の修正  

  ② （略）  ② （略）  

 （２） （略） （２） （略）  

 （３）関係機関への支援の要請 （３）関係機関への支援の要請  

39   市長は、事案に伴い発生した災害への対処に関し

て、必要があると認めるときは、愛知県や他の市町村

等に対し支援を要請する。 

  市長は、事案に伴い発生した事態への対処に関し

て、必要があると認めるときは、愛知県や他の市町村

等に対し支援を要請する。 

 

 （４）対策本部への移行に要する調整 （４）対策本部への移行に要する調整  

 ※【災害対策基本法との関係について】 ※【災害対策基本法との関係について】  

40   災害対策基本法は、武力攻撃事態等及び緊急対処事

態に対処することを想定した法律ではないことにか

んがみ、多数の人を殺傷する行為等の事案に伴い発生

した災害に対処するため、 

 （以下 略） 

  災害対策基本法は、武力攻撃事態等及び緊急対処

事態に対処することを想定した法律ではないことに

鑑み、多数の人を殺傷する行為等の事案に伴い発生

した事態に対処するため、 

 （以下 略） 

 

    

 第２章 市対策本部の設置等 第２章 市対策本部の設置等  

42 １ 市対策本部の設置 

〔法第 8 条第 1 項・第 2 項、第 26 条第 2 項、第 27

条第 1 項、第 28 条第 1 項・第 4 項・第 5 項・第 6

項、第 28 条第 8 項、第 29 条第 2 項・第 5 項・第 6

項・第 7 項・第 8 項・第 9 項・第 10 項、第 30 条〕 

１ 市対策本部の設置 

〔法第 8 条、第 26 条第 2 項、第 27 条第 1 項、第 28

条第 1 項・第 4 項・第 5 項・第 6 項、第 28 条第 8

項、第 29 条第 2 項・第 5 項・第 6 項・第 7 項・第

8 項・第 9 項・第 10 項、第 30 条〕 

 

 （１）市対策本部の設置の手順 （１）市対策本部の設置の手順  

   市対策本部を設置する場合については、次の手順に

より行う。 

  市対策本部を設置する場合については、次の手順

により行う。 

 

 ①市対策本部を設置すべき市の指定の通知 ①市対策本部を設置すべき市の指定の通知  

 市長は、内閣総理大臣から、総務大臣（消防庁）お   市長は、内閣総理大臣から、総務大臣（消防庁）及  
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よび愛知県知事を通じて市対策本部を設置すべき市

の指定の通知を受ける。 

び愛知県知事を通じて市対策本部を設置すべき市の

指定の通知を受ける。 

  ②、③ （略）  ②、③ （略）  

  ④市対策本部の開設 ④市対策本部の開設  

 市対策本部担当者は、市庁舎市長応接室に市対策

本部を開設するとともに、市対策本部に必要な各種

通信システムの起動、資機材の配置等必要な準備を

開始する。（特に、関係機関が相互に電話、FAX、電

子メール等を用いることにより、通信手段の状態を

確認） 

 （以下 略） 

  市対策本部担当者は、本庁舎 2 階第 4 会議室に市

対策本部を開設するとともに、市対策本部に必要な

各種通信システムの起動、資機材の配置等必要な準

備を開始する。（特に、関係機関が相互に電話、FAX、

電子メール等を用いることにより、通信を行う。） 

 （以下 略） 

 

  ⑤、⑥ （略）  ⑤、⑥ （略）  

 （２） （略） （２） （略）  

 （３）市対策本部の組織構成及び機能 （３）市対策本部の組織構成及び機能  

   （略）   （略）  

44 『図 市対策本部の組織構成』の修正 『図 市対策本部の組織構成』の修正  

 （４）、（５） （略） （４）、（５） （略）  

 （６）現地調整所の設置 （６）現地調整所の設置  

45 市長は、武力攻撃による災害が発生した場合、その

被害の軽減及び現地において措置に当たる要員の安

全を確保するため、現場における関係機関（愛知県、

消防機関、県警察、名古屋海上保安部、自衛隊、医療

機関等）の活動を円滑に調整する必要があると認め

るときは、 

  市長は、武力攻撃による災害が発生した場合、その

被害の軽減及び現地において措置に当たる要員の安

全を確保するため、現場における関係機関（愛知県、

消防機関、県警察、自衛隊、医療機関等）の活動を円

滑に調整する必要があると認めるときは、 

 

46 『図 現地調整所の組織編制例』の修正 『図 現地調整所の組織編制例』の修正  

 （７）、（８） （略） （７）、（８） （略）  

    

 ２ 通信の確保〔法第 156 条〕 ２ 通信の確保〔法第 156 条〕  

 （１）情報通信手段の確保 （１）情報通信手段の確保  

48 本市は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系市防災行

政無線等の移動系通信回線若しくは、インターネッ

ト、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）、地域防災

無線等の固定系通信回線の利用又は臨時回線の設定

等により、 

 （以下 略） 

  本市は、携帯電話、衛星携帯電話、地域防災無線等

の移動系通信回線若しくは、インターネット、ＬＧＷ

ＡＮ（総合行政ネットワーク）等の固定系通信回線の

利用又は臨時回線の設定等により、 

 （以下 略） 

 

 （２）、（３） （略） （２）、（３） （略）  

    

 第３章 関係機関相互の連携 第３章 関係機関相互の連携  

50 ３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等〔法第 20 条第 ３ 自衛隊の部隊等の派遣要請等〔法第 20 条〕  
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1 項・第 2 項〕 

   （略）   （略）  

    

52 ８ 住民への協力要請 

〔法第 70 条第 1 項・第 2 項・第 3 項、法第 80 条第

1 項・第 2 項、法第 115 条第 1 項・第 2 項、第 123

条第 1 項・第 2 項〕 

８ 住民への協力要請 

〔法第 70 条、法第 80 条、法第 115 条、第 123 条〕 

 

   （略）   （略）  

    

 第４章 警報及び避難の指示等 第４章 警報及び避難の指示等  

 第１ 警報の伝達等〔法第 47 条第 1 項・第 2 項、第 51

条第 2 項〕 

第１ 警報の伝達等〔法第 47 条第 1 項・第 2 項、第 51

条第 2 項〕 

 

 １ 警報の内容の伝達等 １ 警報の内容の伝達等  

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）警報の内容の通知 （２）警報の内容の通知  

  ① （略）  ① （略）  

53  ② 本市は、警報が発令された旨の報道発表について

は速やかに行うとともに、本市のホームページ

（http://www.city.nisshin.lg.jp/）に警報の内容を掲

載する。 

 ② 本市は、警報が発令された旨の報道発表につい

て は速やかに行うとともに、本市のホームペー

ジ（http://www.city.nisshin.lg.jp/）、防災情報ブロ

グ（http://blogs.yahoo.co.jp/kikikanri_nisshin）、 

ツイッター（https://mobile.twitter.com/ 

twitnisshin/lists/nisshin-city）等に警報の内容を

掲載する。 

 

54 『図 市長から関係機関への警報の通知・伝達の仕組み

イメージ図』の修正 

『図 市長から関係機関への警報の通知・伝達の仕組み

イメージ図』の修正 

 

    

 ２ 警報の内容の伝達方法 ２ 警報の内容の伝達方法  

 （１）警報の内容の伝達方法については、当面の間は、

現在本市が保有する伝達手段に基づき、原則として以

下の要領により行う。 

（１）警報の内容の伝達方法については、当面の間は、 

現在本市が保有する伝達手段に基づき、原則として以

下の要領により行う。 

 

  ① 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生した

と認められる地域」に本市が含まれる場合 

 ① 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生した

と認められる地域」に本市が含まれる場合  

 

   この場合においては、原則として、広報車等で国が

定めたサイレンを最大音量で吹鳴して住民に注意喚

起した後、武力攻撃事態等において警報が発令された

事実等を周知する。 

この場合においては、原則として、全国瞬時警報

システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により送信された警報

を防災同報サイレンシステム等によりサイレンを吹

鳴して住民に注意喚起した後、武力攻撃事態等にお

いて警報が発令された事実等を周知する。 

 

 ② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生した

と認められる地域」に本市が含まれない場合 

② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生した

と認められる地域」に本市が含まれない場合 
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   ア この場合においては、原則として、サイレンは

使用せず、広報巡回、防災行政無線やホームペー

ジへの掲載をはじめとする手段により、周知を図

る。 

  ア この場合においては、原則として、サイレンは

使用せず、広報巡回、防災行政無線やホームペー

ジ等への掲載をはじめとする手段により、周知を

図る。 

 

   イ （略）   イ （略）  

 （２）市長は、消防機関と連携し、あるいは自主防災組

織等の自発的な協力を得ることなどにより、各世帯等

に警報の内容を伝達することができるよう、体制を整

備する。 

（２）市長は、消防機関と連携し、あるいは自主防災組

織等の自発的な協力を得ることなどにより、各世帯

等に警報の内容を伝達することができるよう、体制

を整備する。 

 

 

 

 

 

55 

  この場合において、市長は尾三消防組合の管理者に

対して、消防本部が保有する車両・装備を有効に活用

し、巡回等による伝達を行うよう要請するとともに、

消防団は、平素からの地域との密接なつながりを活か

し、自主防災組織、行政区・自治会や災害時要援護者

等への個別の伝達を行うなど、特性を活かした効率的

な伝達が行われるように配意する。 

 （以下 略） 

この場合において、市長は尾三消防組合の管理者

に対して、消防本部が保有する車両・装備を有効に

活用し、巡回等による伝達を行うよう要請するとと

もに、消防団は、平素からの地域との密接なつなが

りを活かし、自主防災組織、行政区・自治会や要配

慮者等への個別の伝達を行うなど、特性を活かした

効率的な伝達が行われるように配意する。 

 （以下 略） 

 

 （３）警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障

害者、外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具

体的には、災害時要援護者について、防災・福祉部局

との連携の下で、災害時要援護者に迅速に正しい情報

が伝達され、避難などに備えられるような体制の整備

に努める。 

（３）警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障

害者、外国人等に対する伝達に配慮するものとし、具

体的には、避難行動要支援者について、防災・福祉部

局との連携の下で、避難行動要支援者に迅速に正し

い情報が伝達され、避難などに備えられるような体

制の整備に努める。 

 

 （４） （略） （４） （略）  

    

 第２ 避難住民の誘導等 第２ 避難住民の誘導等  

 ２ 避難実施要領の策定〔法第 61 条第 1 項・第 3 項・

第 4 項〕〔基本指針〕 

２ 避難実施要領の策定〔法第 61 条第 1 項・第 3 項・

第 4 項〕〔基本指針〕 

 

 （１）避難実施要領の策定 （１）避難実施要領の策定  

57 市長は、避難の指示の通知を受けた場合は、直ち

に、避難実施要領のパターンを参考にしつつ、避難の

指示の内容に応じた避難実施要領の案を作成すると

ともに、当該案について、各執行機関、消防機関、愛

知県、県警察、名古屋海上保安部、自衛隊等の関係機

関の意見を聴いた上で、迅速に避難実施要領を策定

する。 

 （以下 略） 

  市長は、避難の指示の通知を受けた場合は、直ち

に、避難実施要領のパターンを参考にしつつ、避難の

指示の内容に応じた避難実施要領の案を作成すると

ともに、当該案について、各執行機関、消防機関、愛

知県、県警察、自衛隊等の関係機関の意見を聴いた上

で、迅速に避難実施要領を策定する。 

 （以下 略） 

 

 （２）避難実施要領の策定の際における考慮事項 （２）避難実施要領の策定の際における考慮事項  

   避難実施要領の策定に際しては、以下の点に考慮す   避難実施要領の策定に際しては、以下の点に考慮す  
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る。 る。 

  ①～⑤ （略）  ①～⑤ （略）  

58  ⑥ 要援護者の避難方法の決定（避難支援プラン、災

害時要援護者支援班の設置） 

 ⑥ 避難行動要支援者の避難方法の決定（避難支援

プラン、要配慮者支援班の設置） 

 

  ⑦～⑩ （略）  ⑦～⑩ （略）  

   （略）   （略）  

 （３）避難実施要領の内容の伝達等 （３）避難実施要領の内容の伝達等  

59 市長は、避難実施要領を策定後、直ちに、その内容

を、住民及び関係のある公私の団体に伝達する。その

際、住民に対しては、迅速な対応が取れるよう、各地

域の住民に関係する情報を的確に伝達するように努

める。 

また、市長は、直ちに、その内容を市の他の執行機

関、尾三消防本部消防長、警察署長、名古屋海上保安

部長及び自衛隊愛知地方協力本部長並びにその他の

関係機関に通知する。 

 （以下 略） 

市長は、避難実施要領を策定後、直ちに、その内容

を、住民及び関係のある公私の団体に伝達する。その

際、住民に対しては、迅速な対応が取れるよう、各地

域の住民に関係する情報を的確に伝達するように努

める。 

また、市長は、直ちに、その内容を市の他の執行機

関、尾三消防本部消防長、警察署長及び自衛隊愛知地

方協力本部長並びにその他の関係機関に通知する。 

 （以下 略） 

 

    

60 ３ 避難住民の誘導〔法第 54 条第 6 項、第 62 条第 1

項・第 3 項・第 4 項・第 6 項、第 63 条第 1 項・第 2

項・第 3 項、第 65 条、第 66 条第 1 項、第 67 条第 4

項、第 69 条第 1 項、第 70 条第 1 項、第 72 条、第

143 条、第 144 条〕〔基本指針〕 

３ 避難住民の誘導〔法第 54 条第 6 項、第 62 条第 1

項・第 3 項・第 4 項・第 6 項、第 63 条、第 65 条、

第 66 条第 1 項、第 67 条第 4 項、第 69 条第 1 項、

第 70 条第 1 項、第 72 条、第 143 条、第 144 条〕〔基

本指針〕 

 

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）消防機関の活動 （２）消防機関の活動  

 市長は、消防組合の管理者等に対し、当該消防組合

の消防長等に対して必要な措置を講ずべきことを指

示するよう求めるなど必要な連携を図る。このため、

平素から市の国民保護計画や避難実施要領のパター

ンの作成等に当たっては、当該消防機関やその管理

者等と十分な調整を行う。 

 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、

消防本部又は消防署と連携しつつ、行政区・自治会、

自主防災組織、等と連携した避難住民の誘導を行う

とともに、災害時要援護者に関する情報の確認や要

避難地域内残留者の確認等を担当する等地域とのつ

ながりを活かした活動を行う。 

市長は、消防組合の管理者等に対し、当該消防組合

の消防長等に対して必要な措置を講ずべきことを指

示するよう求めるなど必要な連携を図る。このため、

平素から市の国民保護計画や避難実施要領のパター

ンの作成等に当たっては、当該消防機関やその管理者

等と十分な調整を行う。 

 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、

消防本部又は消防署と連携しつつ、行政区・自治会、

自主防災組織等と連携した避難住民の誘導を行うと

ともに、避難行動要支援者に関する情報の確認や要避

難地域内残留者の確認等を担当する等地域とのつな

がりを活かした活動を行う。 

 

 （３）避難誘導を行う関係機関との連携 （３）避難誘導を行う関係機関との連携  
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61 市長は、避難実施要領の内容を踏まえ、本市の職員

及び消防機関のみでは十分な対応が困難であると認

めるときは、警察署長、名古屋海上保安部長又は国民

保護措置の実施を命ぜられた自衛隊の部隊等の長に

対して、警察官、海上保安官又は自衛官（以下、「警

察官等」という。）による避難住民の誘導を要請する。 

 （以下 略） 

  市長は、避難実施要領の内容を踏まえ、本市の職員

及び消防機関のみでは十分な対応が困難であると認

めるときは、警察署長又は国民保護措置の実施を命

ぜられた自衛隊の部隊等の長に対して、警察官又は

自衛官（以下、「警察官等」という。）による避難住民

の誘導を要請する。 

 （以下 略） 

 

 （４）、（５） （略） （４）、（５） （略）  

 （６）高齢者、障害者等への配慮 （６）高齢者、障害者等への配慮  

   市長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、

市対策本部救護班は、社会福祉協議会、民生委員、介

護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、災害時

要援護者への連絡、運送手段の確保を的確に行うもの

とする。 

 （以下 略） 

  市長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、

市対策本部は、社会福祉協議会、民生委員、介護保険

制度関係者、障害者団体等と協力して、避難行動要支

援者への連絡、運送手段の確保を的確に行うものとす

る。 

 （以下 略） 

 

 （７） （略） （７） （略）  

62 （追加） （８）施設滞在者等への対応  

  大規模集客施設や旅客輸送関連施設についても、

本市は施設管理者と連携し、施設の特性に応じ、当

該施設等に滞在する者等についても、避難等の措置

が円滑に実施できるよう必要な対策をとる。 

 

 （８）避難所等における安全確保等 （９）避難所等における安全確保等  

 （略） （略）  

 （９）動物の保護等に関する配慮 （１０）動物の保護等に関する配慮  

 （略） （略）  

 （１０）通行禁止措置の通知 （１１）通行禁止措置の通知  

 （略） （略）  

 （１１）愛知県に対する要請等 （１２）愛知県に対する要請等  

 （略） （略）  

 （１２）避難住民の運送の求め等 （１３）避難住民の運送の求め等  

 （略） （略）  

63 （１３）避難住民の復帰のための措置 （１４）避難住民の復帰のための措置  

 （略） （略）  

 弾道ミサイル攻撃の場合 弾道ミサイル攻撃の場合  

  ① （略）  ① （略）  

  ② （略）  ② （略）  

  【弾道ミサイル攻撃の場合の指示の流れ】 【弾道ミサイル攻撃の場合の指示の流れ】  
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 ア 国の対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っ

ているとの警報を発令、避難措置を指示 

 国の対策本部長   警報の発令、避難措置の指示  

（その他、記者会見等のよる国民への情報提供） 

 知事       避難の指示  

 

市長       避難実施要領の策定 

 

イ （略） 
 

ア 国の対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っ

ているとの警報を発令、避難措置を指示 

 国の対策本部長   警報の発令、避難措置の指示  

（その他、記者会見等による国民への情報提供） 

 知事       避難の指示  

 

市長       避難実施要領の策定 

 

イ （略） 
 

 

   （略）   （略）  

 ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合 ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合  

  ① （略）  ① （略）  

64  ② その際、ゲリラ・特殊部隊による攻撃からの避難

は、多くの場合は、攻撃の排除活動と並行して行わ

れることが多いことから、警報の内容等とともに、

現場における自衛隊、名古屋海上保安部及び県警察

からの情報や助言等を踏まえて、 

 （以下 略） 

 ② その際、ゲリラ・特殊部隊による攻撃からの避難

は、多くの場合は、攻撃の排除活動と並行して行わ

れることが多いことから、警報の内容等とともに、

現場における自衛隊及び県警察からの情報や助言

等を踏まえて、 

 （以下 略） 

 

  ③ 以上から、避難実施要領の策定に当たっては、各

執行機関、消防機関、愛知県、県警察、名古屋海上

保安部、自衛隊等の関係機関の意見を聴き、それら

の機関からの情報や助言を踏まえて、 

（以下 略） 

 ③ 以上から、避難実施要領の策定に当たっては、各

執行機関、消防機関、愛知県、県警察、自衛隊等の

関係機関の意見を聴き、それらの機関からの情報

や助言を踏まえて、 

 （以下 略） 

 

  ○ （略）  ○ （略）  

  ○昼間の都市部において突発的に事案が発生した場

合の対応 

○昼間の都市部において突発的に事案が発生した場

合の対応 

 

   当初の段階では、個々人がその判断により危険回避

のための行動をとるとともに、県警察、消防機関、名

古屋海上保安部、自衛隊等からの情報や助言に基づ

き、各地域における屋内避難や移動による避難を決定

することとなる。 

 （以下 略） 

  当初の段階では、個々人がその判断により危険回避

のための行動をとるとともに、県警察、消防機関、自

衛隊等からの情報や助言に基づき、各地域における屋

内避難や移動による避難を決定することとなる。 

 （以下 略） 

 

65  ※ゲリラ・特殊部隊による攻撃については、相手の攻

撃の意図や目的により、攻撃の態様も様々であるが、

少人数のグループにより行われるため、使用可能な武

器も限定され、被害の範囲も一般には狭い範囲に限定

される。 

特に、最小限の攻撃で最大の心理的又は物理的効

※ゲリラ・特殊部隊による攻撃については、相手の攻

撃の意図や目的により、攻撃の態様も様々であるが、

少人数のグループにより行われるため、使用可能な武

器も限定され、被害の範囲も一般には狭い範囲に限定

される。 

特に、最小限の攻撃で最大の心理的又は物理的効果
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果を生じさせることが考えられることから、都市部

の政治経済の中枢、原子力関連施設、危険物質等の取

扱所などは、攻撃を受ける可能性が一般に高く、注意

が必要である。 

を生じさせることが考えられることから、危険物質等

の取扱所などは、攻撃を受ける可能性が一般に高く、

注意が必要である。 

 着上陸侵攻の場合 着上陸侵攻の場合  

 ① 大規横な着上陸侵攻やその前提となる反復した

航空攻撃等の本格的な侵略事態に伴う避難につい

ては、 

 （以下 略） 

① 大規模な着上陸侵攻やその前提となる反復した

航空攻撃等の本格的な侵略事態に伴う避難につい

ては、 

 （以下 略） 

 

  航空攻撃の場合  

 （追加）  ① 航空攻撃においては、屋内への避難が広範囲に

わたって指示されることが考えられることから警

報が発令されたときは、住民は屋内に避難するこ

とが基本である。 

（実際に航空攻撃に係る警報が発令されたとき

は、できるだけ近傍のコンクリート造り等の堅ろう

な施設や建築物の地階等地下施設に避難することと

なる。） 

 

  ② 攻撃直後については、その弾頭の種類や被害の

状況が判明するまで屋内から屋外に出ることは危

険を伴うことから、屋内退避を継続させるととも

に、被害内容が判明後、国の対策本部長からの避

難措置の指示の内容を踏まえ、他の安全な地域へ

の避難させることが必要になる。 

 

  ＮＢＣ攻撃の場合  

 （追加）   ＮＢＣ攻撃の場合の避難においては、次のことに

留意して避難の指示を行うことが必要となる。 

 

    ① 避難誘導を行う者に防護服を着用させる等安

全を図るための措置を講じること。 

 

    ② 風下方向を避けて避難を行うこと。  

    ③ 国の対策本部長から示されるＮＢＣ攻撃のそ

れぞれの特性に応じた避難措置の指示の内容を

十分に踏まえること。 

 

    

 第５章 救援 第５章 救援  

66 １ 救援の実施〔法第 76 条第 1 項・第 2 項〕〔基本指

針〕 

１ 救援の実施〔法第 76 条〕〔基本指針〕  

 （１）救援の実施 （１）救援の実施  

   市長は、愛知県知事から実施すべき措置の内容及び   市長は、愛知県知事から実施すべき措置の内容及び  
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期間の通知があったときは、次に掲げる措置のうちで

実施することとされた救援に関する措置を関係機関

の協力を得て行う。 

期間の通知があったときは、次に掲げる措置のうちで

実施することとされた救援に関する措置を関係機関の

協力を得て行う。 

  ① （略）  ① （略）  

  ② 食品・飲料水及び生活必需品等の給与又は貸与 ② 食品、飲料水及び生活必需品等の給与、供給又は 

貸与 

 

  ③～⑩ （略）  ③～⑩ （略）  

 （２）救援の補助 （２）救援の補助  

   （略）   （略）  

  ※【着上陸侵攻への対応】 （削除）  

   大規模な着上陸侵攻やその前提となる反復した航

空機攻襲等の本格的な侵略事態における救援につい

ては、避難の場合と同様、国の総合的な方針を踏まえ

て行うことが基本である。このため、平素から、大規

模な着上陸侵攻にかかる救援を想定した具体的な対

応を決めておくことは困難であり、避難の場合と同

様、事態発生時に国の指示を踏まえて迅速な対応がと

れるよう、必要な研究・検討を進めていくこととする。 

※３ 救援の内容へ移動  

    

 ２ 関係機関との連携〔法第 79 条第 1 項・第 2 項〕〔基

本指針〕 

２ 関係機関との連携〔法第 79 条〕〔基本指針〕  

 （１）～（４） （略） （１）～（４） （略）  

    

 ３ 救援の内容 ３ 救援の内容  

 （１）救援の基準等 （１）救援の基準等  

67 市長は、救援の実施に関する事務の一部を行うこ

ととされた場合は、「武力攻撃事態等における国民の

保護のための措置に関する法律による救援の程度及

び方法の基準」（平成 16 年厚生労働省告示第 343 号 

以下「救援の程度及び基準」という。）及び愛知県国

民保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の

適切な実施が困難であると判断する場合には、愛知

県知事に対し、厚生労働大臣に特別な基準の設定に

ついての意見を申し出るよう要請する。 

  市長は、救援の実施に関する事務の一部を行うこ

ととされた場合は、「武力攻撃事態等における国民の

保護のための措置に関する法律による救援の程度及

び方法の基準」（平成 25 年内閣府告示第 229 号 以

下「救援の程度及び基準」という。）及び愛知県国民

保護計画の内容に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の

適切な実施が困難であると判断する場合には、愛知

県知事に対し、内閣総理大臣に特別な基準の設定に

ついての意見を申し出るよう要請する。 

 

 （２）救援における愛知県との連携 （２）救援における愛知県との連携  

   （略）   （略）  

 （追加） ※【着上陸侵攻への対応】  

 ※１ 救援の実施より移動 大規模な着上陸侵攻やその前提となる反復した航  
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空機攻襲等の本格的な侵略事態における救援につい

ては、避難の場合と同様、国の総合的な方針を踏ま

えて行うことが基本である。このため、平素から、

大規模な着上陸侵攻にかかる救援を想定した具体的

な対応を決めておくことは困難であり、避難の場合

と同様、事態発生時に国の指示を踏まえて迅速な対

応がとれるよう、必要な研究・検討を進めていくこ

ととする。 

    

 第６章 安否情報の収集・提供 第６章 安否情報の収集・提供  

68 『図 安否情報収集・整理・提供の流れ』の修正 『図 安否情報収集・整理・提供の流れ』の修正  

 １ 安否情報の収集〔法第 94 条第 1 項〕〔基本指針〕 １ 安否情報の収集〔法第 94 条第 1 項〕〔基本指針〕  

 （１）安否情報の収集 （１）安否情報の収集  

69 本市は、避難所において安否情報の収集を行うほ

か、平素から把握している本市が管理する諸学校等

からの情報収集、尾三消防組合及び県警察への照会

などにより安否情報の収集を行う。 

また、安否情報の収集は、避難所において、避難住

民から任意で収集した情報のほか、住民基本台帳、外

国人登録原票等、市が平素から行政事務の円滑な遂

行のために保有する情報等を活用して行う。 

 （以下 略） 

本市は、避難所において安否情報の収集を行うほ

か、平素から把握している本市が管理する諸学校等 

からの情報収集、尾三消防組合及び県警察への照会

などにより安否情報の収集を行う。 

また、安否情報の収集は、避難所において、避難

住民から任意で収集した情報のほか、住民基本台帳

等、市が平素から行政事務の円滑な遂行のために保

有する情報等を活用して行う。 

（以下 略） 

 

 （２）、（３） （略） （２）、（３） （略）  

    

 ３ 安否情報の照会に対する回答〔法第 95 条第 1 項・

第 2 項〕〔基本指針〕 

３ 安否情報の照会に対する回答〔法第 95 条〕〔基本指

針〕 

 

 （１）、（２） （略） （１）、（２） （略）  

 （３）個人の情報の保護への配慮 （３）個人の情報の保護への配慮  

70 ① 安否情報は個人の情報であることにかんがみ、

その取扱いについては十分留意すべきことを職員

に周知徹底するなど、安否情報データの管理を徹

底する。 

① 安否情報は個人の情報であることに鑑み、その

取扱いについては十分留意すべきことを職員に周

知徹底するなど、安否情報データの管理を徹底す

る。 

 

  ② （略）  ② （略）  

    

 第７章 武力攻撃災害への対処 第７章 武力攻撃災害への対処  

 第１ 武力攻撃災害への対処 第１ 武力攻撃災害への対処  

 ２ 武力攻撃災害の兆候の通報〔法第 98 条第 2 項・第

3 項・第 4 項〕〔基本方針〕 

２ 武力攻撃災害の兆候の通報〔法第 98 条第 2 項・第

3 項・第 4 項〕〔基本方針〕 

 

 （１） （略） （１） （略）  
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 （２）愛知県知事への通知 （２）愛知県知事への通知  

71 市長は、武力攻撃災害の兆候を発見した者、消防吏

員、警察官又は海上保安官から通報を受けた場合に

おいて、武力攻撃災害が発生するおそれがあり、これ

に対処する必要があると認めるときは、速やかにそ

の旨を愛知県知事に通知する。 

市長は、武力攻撃災害の兆候を発見した者、消防吏

員又は警察官から通報を受けた場合において、武力攻

撃災害が発生するおそれがあり、これに対処する必要

があると認めるときは、速やかにその旨を愛知県知事

に通知する。 

 

    

 第２ 応急措置等 第２ 応急措置等  

 １ 退避の指示〔法第 112 条第 1 項・第 3 項・第 4 項〕 １ 退避の指示〔法第 112 条第 1 項・第 3 項・第 4 項〕  

 （１）退避の指示 （１）退避の指示  

 【退避の指示（一例）】 【退避の指示（一例）】  

72 ○ 「○○町×丁目、△△町○丁目」地区の住民につい

ては、外での移動に危険が生じるため、近隣の堅牢

な建物や地下街など屋内に一時退避すること。 

○  （略） 
 

○ 「○○町×丁目、△△町○丁目」地区の住民につい

ては、外での移動に危険が生じるため、近隣の堅

牢な建物など屋内に一時退避すること。 

○  （略） 
 

 

 （２）退避の指示に伴う措置等 （２）退避の指示に伴う措置等  

  ① （略）  ① （略）  

73  ② 市長は、愛知県知事、警察官、海上保安官又は自

衛官から退避の指示をした旨の通知を受けた場合

は、退避の指示を行った理由、指示の内容等につい

て情報の共有を図り、退避の実施に伴い必要な活動

について調整を行う。 

 ② 市長は、愛知県知事、警察官又は自衛官から退避

の指示をした旨の通知を受けた場合は、退避の指

示を行った理由、指示の内容等について情報の共

有を図り、退避の実施に伴い必要な活動について

調整を行う。 

 

 （３）安全の確保等 （３）安全の確保等  

  ① 市長は、退避の指示を住民に伝達する本市の職員

に対して、二次被害が生じないよう国及び愛知県か

らの情報や本市で把握した武力攻撃災害の状況、関

係機関の活動状況等についての最新情報を共有す

るほか、消防機関、県警察及び名古屋海上保安部と

現地調整所等において連携を密にし、活動時の安全

の確保に配慮する。 

 ① 市長は、退避の指示を住民に伝達する本市の職員

に対して、二次被害が生じないよう国及び愛知県か

らの情報や本市で把握した武力攻撃災害の状況、関

係機関の活動状況等についての最新情報を共有する

ほか、消防機関及び県警察と現地調整所等において

連携を密にし、活動時の安全の確保に配慮する。 

 

  ② 市の職員及び消防団員が退避の指示に係る地域

において活動する際には、市長は、必要に応じて尾

三消防組合、県警察、名古屋海上保安部、自衛隊の

意見を聴くなど、安全確認を行った上で活動させる

とともに、 

 （以下 略） 

 ② 市の職員及び消防団員が退避の指示に係る地域

において活動する際には、市長は、必要に応じて尾

三消防組合、県警察、自衛隊の意見を聴くなど、安

全確認を行った上で活動させるとともに、 

 （以下 略） 

 

  ③ 市長は、退避の指示を行う本市の職員に対して、

武力攻撃事態等においては、必ず特殊標章等を交付

し、着用させる。 

 ③ 市長は、退避の指示を行う本市の職員に対して、

武力攻撃事態等においては、特殊標章等を交付し、

着用させる。 
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 ２ 警戒区域の設定〔法第 114 条第 1 項〕 ２ 警戒区域の設定〔法第 114 条第 1 項〕  

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）警戒区域の設定に伴う措置等 （２）警戒区域の設定に伴う措置等  

74  ① 市長は、警戒区域の設定に際しては、市対策本部

に集約された情報のほか、現地調整所における県警

察、名古屋海上保安部、自衛隊からの助言を踏まえ

て、その範囲等を決定する。また、事態の状況の変

化等を踏まえて、警戒区域の範囲の変更等を行う。 

（以下 略） 

① 市長は、警戒区域の設定に際しては、市対策本部

に集約された情報のほか、現地調整所における県警

察、自衛隊からの助言を踏まえて、その範囲等を決

定する。また、事態の状況の変化等を踏まえて、警

戒区域の範囲の変更等を行う。 

 （以下 略） 

 

  ② （略）  ② （略）  

  ③ 警戒区域内では、交通の要所に職員を配置し、県

警察、名古屋海上保安部、消防機関等と連携して、

車両及び住民が立ち入らないよう必要な措置を講

ずるとともに、 

 （以下 略） 

③ 警戒区域内では、交通の要所に職員を配置し、県 

警察、消防機関等と連携して、車両及び住民が立

ち入らないよう必要な措置を講ずるとともに、 

（以下 略） 

 

  ④ 市長は、愛知県知事、警察官、海上保安官又は自

衛官から警戒区域の設定を行った旨の通知を受け

た場合は、 

 （以下 略） 

 ④ 市長は、愛知県知事、警察官又は自衛官から警戒

区域の設定を行った旨の通知を受けた場合は、 

 （以下 略） 

 

 （３） （略） （３） （略）  

    

 ４ 消防に関する措置等〔法第 97 条第 7 項〕〔基本指

針〕 

４ 消防に関する措置等〔法第 97 条第 7 項〕〔基本指

針〕 

 

 （１）、（２） （略） （１）、（２） （略）  

 （３）消防に関する応援要請等 （３）消防に関する応援要請等  

75 武力攻撃災害の規模が大きい場合など、本市が組

織する消防組合の消防力のみをもってしては対処で

きないと判断されるような場合、 

 （以下 略） 

  武力攻撃災害の規模が大きい場合など、本市等が

組織する消防組合の消防力のみをもってしては対処

できないと判断されるような場合、 

 （以下 略） 

 

 （４）、（５） （略） （４）、（５） （略）  

 （６）安全の確保 （６）安全の確保  

  ① （略）  ① （略）  

76  ② その際、市長は、必要により現地に職員を派遣し、

消防機関、県警察、名古屋海上保安部、自衛隊等と

共に現地調整所を設けて、 

（以下 略） 

 ② その際、市長は、必要により現地に職員を派遣

し、消防機関、県警察、自衛隊等と共に現地調整所

を設けて、 

（以下 略） 

 

  ③ （略）  ③ （略）  

  ④ 市長は、特に現場で活動する消防団員等に対し、 ④ 市長は、特に現場で活動する消防団員等に対し、  
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必ず特殊標章等を交付し着用させるものとする。 特殊標章等を交付し着用させるものとする。 

    

 第３ 生活関連等施設における災害への対処等 第３ 生活関連等施設における災害への対処等  

77   本市は、生活関連等施設などの特殊な対応が必要と

なる施設について、国の方針に基づき必要な対処が行

えるよう、国、愛知県その他の関係機関と連携した本

市の対処に関して、以下のとおり定める。 

  本市は、生活関連等施設などにおける安全確保を

図るための措置について、国の方針に基づき必要な

対処が行えるよう、国、愛知県その他の関係機関と連

携した本市の対処に関して、以下のとおり定める。 

 

 １ 生活関連等施設の安全確保〔法第 102 条第 3 項・第

4 項〕 

１ 生活関連等施設の安全確保〔法第 102 条第 3 項・第

4 項〕 

 

 （１）、（２） （略） （１）、（２） （略）  

 （３）日進市が管理する施設の安全の確保 （３）日進市が管理する施設の安全の確保  

 市長は、市が管理する生活関連等施設について、当

該施設の管理者としての立場から、安全確保のため

に必要な措置を行う。 

この場合において、市長は、必要に応じ、県警察、

名古屋海上保安部、消防機関その他の行政機関に対

し、支援を求める。 

 （以下 略） 

  市長は、市が管理する生活関連等施設について、当

該施設の管理者としての立場から、安全確保のため

に必要な措置を行う。 

この場合において、市長は、必要に応じ、県警察、

消防機関その他の行政機関に対し、支援を求める。 

 （以下 略） 

 

    

 ２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除 

〔法第 103 条第 1 項・第 2 項・第 3 項・第 4 項〕〔基本

指針〕 

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除 

〔法第 103 条第 1 項・第 2 項・第 3 項・第 4 項〕〔基本

指針〕 

 

 （１）危険物質等に関する措置命令 （１）危険物質等に関する措置命令  

 【対象】 【対象】  

78   日進市、東郷町及び三好町の区域に設置される消防

法第 2 条第 7 項の危険物の製造所、貯蔵所若しくは取

扱所（移送取扱所を除く。）又は、 

 （以下 略） 

  日進市、みよし市及び東郷町の区域に設置される消

防法第 2 条第 7 項の危険物の製造所、貯蔵所若しくは

取扱所（移送取扱所を除く。）又は、 

  （以下 略） 

 

 （２） （略） （２） （略）  

    

79 第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処等 第４ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害

への対処等 

 

   ＮＢＣ攻撃による災害への対処については、国の方

針に基づき必要な措置を講ずる。このため、ＮＢＣ攻

撃による災害への対処に当たり必要な事項について、

以下のとおり定める。 

  武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害へ

の対処については、国の方針に基づき必要な措置を

講ずる。このため、武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻

撃による災害への対処に当たり必要な事項につい

て、以下のとおり定める。 

 

 １ ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

〔法第 107 条第 3 項、第 108 条第 1 項・第 2 項、第 109

１ 武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃による災害へ

の対処 
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条第 1 項・第 2 項・第 3 項〕 〔法第 107 条第 3 項、第 108 条、第 109 条〕 

   本市は、ＮＢＣ攻撃による汚染が生じた場合の対処

について、国による基本的な方針を踏まえた対応を行

うことを基本としつつ、特に、対処の現場における初

動的な応急措置を講ずる。 

本市は、武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃によ

る汚染が生じた場合の対処について、国による基本

的な方針を踏まえた対応を行うことを基本としつ

つ、特に、対処の現場における初動的な応急措置を

講ずる。 

 

 （追加） （１）武力攻撃原子力災害への対処  

    近隣県に所在する原子力発電所等及び運搬中の核

燃料物質等が武力攻撃を受けた場合、市は原則とし

て、市地域防災計画（原子力災害対策計画）に定めら

れた措置に準じた措置を講ずる。 

 

 （１）応急措置の実施 （２）ＮＢＣ攻撃による災害への対処  

  （略）  （略）  

 （２）国の方針に基づく措置の実施 （３）国の方針に基づく措置の実施と関係機関との連携  

   ①国の方針に基づく措置の実施  

  （略）   （略）  

 （３）関係機関との連携  ② 関係機関との連携  

   市長は、ＮＢＣ攻撃が行われた場合は、市対策本部

において、消防機関、県警察、名古屋海上保安部、自

衛隊、医療関係機関等から被害に関する情報や関係機

関の有する専門的知見、対処能力等に関する情報を共

有し、必要な対処を行う。 

 （以下 略） 

  市長は、武力攻撃原子力災害及びＮＢＣ攻撃が行

われた場合は、市対策本部において、消防機関、県警

察、自衛隊、医療関係機関等から被害に関する情報や

関係機関の有する専門的知見、対処能力等に関する

情報を共有し、必要な対処を行う。 

 （以下 略） 

 

 （４）汚染原因に応じた対応 （４）汚染原因に応じた対応  

   本市は、ＮＢＣ攻撃のそれぞれの汚染原因に応じ

て、国及び愛知県との連携の下、それぞれ次の点に留

意して措置を講ずる。 

  本市は、ＮＢＣ攻撃のそれぞれの汚染原因に応じ

て、国及び愛知県との連携の下、それぞれ次の点に留

意して措置を講ずる。 

 

  ①～③ （略）  ①～③ （略）  

  ※【生物剤を用いた攻撃の場合における対応】  ※【生物剤を用いた攻撃の場合における対応】  

80   天然痘等の生物剤は、人に知られることなく散布す

ることが可能であり、また、発症するまでの潜伏期間

に感染者が移動することにより、生物剤が散布された

と判明したときには既に被害が拡大している可能性

がある。生物剤を用いた攻撃については、こうした特

殊性にかんがみ、特に留意が必要である。 

このため、本市の国民保護担当部署においては、生

物剤を用いた攻撃の特殊性に留意しつつ、生物剤の

散布等による攻撃の状況について、通常の被害の状

況等の把握の方法とは異なる点にかんがみ、保健衛

天然痘等の生物剤は、人に知られることなく散布す

ることが可能であり、また、発症するまでの潜伏期間

に感染者が移動することにより、生物剤が散布された

と判明したときには既に被害が拡大している可能性

がある。生物剤を用いた攻撃については、こうした特

殊性に鑑み、特に留意が必要である。 

このため、本市の国民保護担当部署においては、生

物剤を用いた攻撃の特殊性に留意しつつ、生物剤の散

布等による攻撃の状況について、通常の被害の状況等

の把握の方法とは異なる点に鑑み、保健衛生担当部署

 

 

 

 

 

 



日進市国民保護計画新旧対照表 

41 

 

生担当部署等と緊密な連絡を取り合い、厚生労働省

を中心とした一元的情報収集、データ解析等サーベ

ランス（疾病監視）による感染源及び汚染地域への作

業に協力することとする。 

等と緊密な連絡を取り合い、厚生労働省を中心とした

一元的情報収集、データ解析等サーベイランス（疾病

監視）による感染源及び汚染地域への作業に協力する

こととする。 

 （５）、（６） （略） （５）、（６） （略）  

    

 第８章 被災情報の収集及び報告 第８章 被災情報の収集及び報告  

 ○被災情報の収集及び報告〔法第 126 条第 1 項・第 127

条第 1 項〕〔基本指針〕 

○被災情報の収集及び報告〔法第 126 条第 1 項・第 127

条第 1 項〕〔基本指針〕 

 

  ① （略）  ① （略）  

83  ② 本市は、情報収集に当たっては消防機関、県警察、

名古屋海上保安部との連絡を密にするとともに、 

（以下 略） 

 ② 本市は、情報収集に当たっては消防機関、県警察 

との連絡を密にするとともに、 

 （以下 略） 

 

  ③ （略）  ③ （略）  

 ④ 本市は、第一報を消防庁に報告した後も、随時被

災情報の収集に努めるとともに、収集した情報に

ついてあらかじめ定めた様式に従い、電子メール、

FAX 等により愛知県が指定する時間に愛知県に対

し報告する。 

 （以下 略） 

④ 本市は、第一報を消防庁に報告した後も、随時被

災情報の収集に努めるとともに、収集した情報につ

いてあらかじめ定めた様式に従い、高度情報通信ネ

ットワーク、電子メール、FAX 等により愛知県が指

定する時間に愛知県に対し報告する。 

 （以下 略） 

 

    

 第９章 保健衛生の確保その他の措置 第９章 保健衛生の確保その他の措置  

 ２ 廃棄物の処理〔法第 124 条第 3 項・第 4 項〕 ２ 廃棄物の処理〔法第 124 条第 3 項・第 4 項〕  

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）廃棄物処理対策 （２）廃棄物処理対策  

85  ① 本市は、地域防災計画の定めに準じて、「震災廃

棄物対策指針」（平成 10 年厚生省生活衛生局作成）

等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。 

 ① 本市は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃

棄物対策指針」（平成２６年３月環境省大臣官房廃

棄物・リサイクル対策部）等を参考としつつ、廃棄

物処理体制を整備する。 

 

  ② （略）  ② （略）  

    

 第１０章 国民生活の安定に関する措置 第１０章 国民生活の安定に関する措置  

86   本市は、武力攻撃事態等においては、水の安定的な

供給等を実施することから、国民生活の安定に関する

措置について、以下のとおり定める。 

  生活関連物資等の価格安定のために実施する措置

や、避難住民等の生活安定のために実施する措置に

ついて、以下のとおり定める。 

 

 ２ 避難住民等の生活安定等〔法第 162 条第 2 項〕〔基

本指針〕 

２ 避難住民等の生活安定等〔法第 162 条第 2 項〕〔基

本指針〕 

 

 （１）被災児童生徒等に対する教育 （１）被災児童生徒等に対する教育  

   日進市教育委員会は、愛知県教育委員会と連携し、   日進市教育委員会は、愛知県教育委員会と連携し、  
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被災した児童生徒等に対する教育に支障が生じない

ようにするため、避難先での学習機会の確保、教科書

の供給、授業料の減免、被災による生活困窮家庭の児

童生徒に対する就学援助等を行うとともに、避難住民

等が被災地に復帰する際の必要に応じた学校施設等

の応急復旧等を関係機関と連携し、適切な措置を講ず

る。 

被災した児童生徒等に対する教育に支障が生じない

ようにするため、避難先での学習機会の確保、教科書

の供給、授業料等の減免、奨学金の貸与、被災による

生活困窮家庭の児童生徒に対する就学援助等を行う

とともに、避難住民等が被災地に復帰する際の必要

に応じた学校施設等の応急復旧等を関係機関と連携

し、適切な措置を講ずる。 

 （２） （略） （２） （略）  

    

 ３ 生活基盤等の確保 ３ 生活基盤等の確保  

 （１）水の安定的な供給〔基本指針〕 （１）水の安定的な供給〔基本指針〕  

 市は、愛知中部水道企業団と連携し、消毒その他衛

生上の措置、被害状況に応じ、武力攻撃事態等におい

て水を安定的かつ適切に供給するために必要な措置

を講ずる。 

  市は、愛知中部水道企業団と連携し、消毒その他衛

生上の措置、被害状況に応じた送水停止等、水を安定

的かつ適切に供給するために必要な措置を講ずる。 

 

 （２） （略） （２） （略）  

    

 第４編 復旧等 第４編 復旧等  

 第２章 武力攻撃災害の復旧〔法第 141 条〕〔基本指針〕 第２章 武力攻撃災害の復旧〔法第 141 条〕〔基本指針〕  

90   本市は、その管理する施設及び設備について、武力

攻撃災害による被害が発生したときは、武力攻撃災害

の復旧を行うこととし、武力攻撃災害の復旧に関して

必要な事項について、以下のとおり定める。 

  本市が管理する施設及び設備について、武力攻撃

災害による被害が発生したときの復旧に関して必要

な事項を以下のとおり定める。 

 

 （１） （略） （１） （略）  

 （２）日進市が管理する施設及び設備の復旧 （２）日進市が管理する施設及び設備の復旧  

   本市は、武力攻撃災害により本市の管理する施設及

び設備が被災した場合は、被災の状況、周辺地域の状

況等を勘案しつつ迅速な復旧を行う。また、必要があ

ると判断する時は、地域の実情等を勘案し、愛知県と

連携して、当面の復旧の方向を定める。 

  本市は、武力攻撃災害により本市の管理する施設及

び設備が被災した場合は、被災の状況、周辺地域の状

況等を勘案しつつ迅速な復旧を目指すとともに、必要

があると判断する時は、地域の実情等を勘案し、愛知

県と連携して、当面の復旧の方向を定める。 

 

    

 第５編 緊急対処事態への対処 第５編 緊急対処事態への対処  

92 〔法第 172 条第 2 項・第 4 項、第 173 条第 3 項、第 174

条、第 175 条、第 178 条第 1 項・第 2 項・第 3 項、

第 180 条、第 182 条第 2 項、第 183 条〕 

〔法第 172 条第 2 項・第 4 項、第 173 条第 3 項、第 174

条、第 175 条、第 178 条、第 180 条、第 182 条第 2

項、第 183 条〕 

 

 第１章 緊急対処事態 第１章 緊急対処事態  

 １ 緊急対処事態 １ 緊急対処事態  

   日進市国民保護計画が対象として想定する緊急対

処事態については、第 1 編第 5 章 2 に掲げるとおりで

日進市国民保護計画が対象として想定する緊急対

処事態については、第1編第5章2に掲げるとおりで
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ある。 

本市は、緊急対処事態は、原則として、武力攻撃事

態等におけるゲリラや特殊部隊による攻撃等と類似

の事態が想定されるため、緊急対処事態対策本部の

設置や緊急対処保護措置の実施などの緊急対処事態

への対処については、警報の通知及び伝達を除き、原

則として武力攻撃事態等への対処に準じて行う。 

ある。 

本市では、原則として、武力攻撃事態等における

ゲリラや特殊部隊による攻撃等と類似の事態が想定

されるため、第3編の武力攻撃事態等への対処に係

る規定を準用する。ただし、緊急対処事態において

は国の緊急対処事態対策本部長による総合調整及び

内閣総理大臣による是正措置は行われないことか

ら、これに関する事項を除く。 

また、警報の通知及び伝達については、2に定め

るところによる。 

 ２ 緊急対処事態における警報の通知及び伝達 ２ 緊急対処事態における警報の通知及び伝達  

   緊急対処事態においては、国の対策本部長により、

攻撃の被害又はその影響の及ぶ範囲を勘案して、警報

の内容の通知・伝達の対象となる地域の範囲が決定さ

れることを踏まえ、本市は、緊急対処事態における警

報については、その内容を通知及び伝達の対象となる

地域を管轄する機関及び当該地域に所在する施設の

管理者等に対し通知及び伝達を行う。 

緊急対処事態における警報の内容の通知及び伝達

については、上記によるほか、武力攻撃事態等におけ

る警報の内容の通知及び伝達に準じて、これを行う。 

緊急対処事態においては、攻撃の被害又はその影

響の及ぶ範囲を勘案して、国の緊急対処事態対策本

部長により警報の通知・伝達の対象となる地域の範

囲が決定されることを踏まえ、本市は、各防災機関

や施設の管理者等に対し、警報の通知及び伝達を行

う。 

緊急対処事態における警報の通知及び伝達につい

ては、上記によるほか、武力攻撃事態等における警報

の通知及び伝達に準じて、これを行う。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 


